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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第57期中 第58期中 第59期中 第57期 第58期

会計期間

自平成18年
１月１日
至平成18年
６月30日

自平成19年
１月１日
至平成19年
６月30日

自平成20年
１月１日
至平成20年
６月30日

自平成18年
１月１日
至平成18年

12月31日

自平成19年
１月１日
至平成19年

12月31日

(1）連結経営指標等      

売上高（百万円） 60,157 63,416 57,807 111,716 118,410

経常利益（百万円） 4,826 5,119 3,394 5,191 5,864

中間(当期)純利益（百万円） 2,854 2,760 1,670 3,191 2,850

純資産額（百万円） 46,071 48,855 47,598 46,143 47,172

総資産額（百万円） 99,174 98,760 95,018 94,037 93,984

１株当たり純資産額（円） 873.28 926.33 916.24 875.54 908.85

１株当たり中間（当期)純利益

（円）
55.29 53.53 32.95 61.85 55.46

潜在株式調整後１株当たり中

間(当期)純利益（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） 45.5 48.4 48.9 48.0 49.0

営業活動による

キャッシュ・フロー(百万円)
8,792 3,407 5,416 4,795 2,404

投資活動による

キャッシュ・フロー(百万円)
△5,290 △2,729 △1,011 △5,477 △4,943

財務活動による

キャッシュ・フロー(百万円)
△1,484 △1,065 △602 △1,446 △298

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（百万円）
16,630 12,083 13,412 12,477 9,633

従業員数（人） 2,420 2,647 2,645 2,493 2,582
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回次 第57期中 第58期中 第59期中 第57期 第58期

会計期間

自平成18年
１月１日
至平成18年
６月30日

自平成19年
１月１日
至平成19年
６月30日

自平成20年
１月１日
至平成20年
６月30日

自平成18年
１月１日
至平成18年

12月31日

自平成19年
１月１日
至平成19年

12月31日

(2）提出会社の経営指標等      

売上高（百万円） 55,950 58,458 53,258 103,063 108,837

経常利益（百万円） 4,377 4,414 2,962 4,511 4,849

中間(当期)純利益（百万円） 2,627 2,468 1,476 2,986 2,372

資本金（百万円）

(発行済株式総数)（千株）

5,277

(52,143)

5,277

(52,143)

5,277

(52,143)

5,277

(52,143)

5,277

(52,143)

純資産額（百万円） 42,864 45,281 43,650 42,969 43,419

総資産額（百万円） 91,318 89,633 86,008 85,412 83,392

１株当たり純資産額（円） 830.59 878.06 860.80 833.19 856.23

１株当たり中間（当期)

純利益（円）
50.91 47.86 29.11 57.88 46.16

潜在株式調整後１株当たり中

間(当期)純利益（円）
－ － － － －

１株当たり配当額（円） 0.00 0.00 0.00 10.00 12.00

自己資本比率（％） 46.9 50.5 50.8 50.3 52.1

従業員数（人） 1,790 1,895 1,966 1,816 1,901

　（注）１．連結売上高及び売上高には、消費税及び地方消費税（以下、「消費税等」という。）を含めておりません。

２．連結ベースの潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額及び提出会社の潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。

３【関係会社の状況】

　当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年６月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

オフィス関連事業  1,282

設備機器関連事業  1,016

家庭用関連事業  64

保守サービス関連事業  67

全社（共通）  216

合計  2,645

　（注）１．従業員数は就業人員であります。

 ２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。

　

(2）提出会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 1,966

 　（注）従業員数は就業人員であります。

(3）労働組合の状況

　当社の労働組合は、「イトーキ労働組合」と称し、ユニオンショップ制であり、会社と組合との関係について特記

すべき事項はありません。

　また、連結子会社については、労働組合はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、サブプライムローン問題や原油・原材料価格の高騰を背景に消費

の低迷、輸出や設備投資の鈍化と景気の減速傾向が強まりました。また、当業界におきましては、首都圏の大型新築

ビル供給が端境期であることもあり、大型物件の減少により売上が伸び悩みました。

  この様な状況のもと、当社は独創的な新製品の開発と市場投入、ソリューション提案型営業やトータル受注によ

る新しい市場の創造と開拓に注力し、「イトーキブランド」の高揚に努めてまいりました。

これらの活動により、セキュリティ設備機器、物流設備機器、研究設備機器の販売は堅調に拡大しましたが、大型新

築ビル供給減にともなう間仕切り製品需要の鈍化やオフィス家具の年度末需要の盛り上りに欠くなど、事業環境は

厳しい状況で推移しました。

  これらの結果、売上高は前年同期比8.8％減の578億7百万円となりました。一方、利益面につきましては、製造原価、

物流費、販売費及び一般管理費などあらゆるコスト削減に取り組みましたが、鋼板を始めとした原材料価格の高騰

や販売競争の激化、売上高の計画未達等の影響を受け、経常利益は前年同期比33.7％減の33億94百万円となりまし

た。

  中間純利益につきましても、特別利益に「投資有価証券売却益」として4億36百万円の計上がありましたが、特別

損失に「製品自主回収関連損失引当金繰入額」として5億33百万円計上したこともあり、前年同期比39.5％減の16億

70百万円となりました。

　当社グループの事業の種類別セグメントの業績概況は、次のとおりであります。

［オフィス関連事業］

　この事業につきましては、多様化するワークスタイルへの対応や地球環境に配慮した高機能・高品質の新製品の

開発、デザイン・機能性を追求したカスタマイズ製品を提供するとともに、ＩＣＴ（Information and Communic

ation Technology）やセキュリティに関するコンサルティング力を強化した積極的なソリューション型営業活動を展

開いたしました。

　平成19年度グッドデザイン賞金賞を受賞した高機能オフィスチェア「スピーナ」や業界初の女性専用オフィス

チェア「カシコ」の拡販、お客様ニーズに合わせたカスタマイズ化に優れたオフィスセキュリティ対策製品などの

差別化できる新製品を投入し受注拡大に注力いたしました。

　しかしながら、大型新築ビル供給減や景気の先行きに対する警戒感からオフィス投資を手控える企業が増加して

いることもあり売上高は減少いたしました。

  これらの結果、この事業部門の売上高は前年同期比9.4％減の336億2百万円となりました。損益面につきましては、

あらゆるコスト削減に努めましたものの原材料価格の高騰や売上高の減少等により、営業利益は前年同期比37.7％

減の23億20百万円となりました。

［設備機器関連事業］

　この事業につきましては、先進の認証技術を取り入れた貸金庫システムやデザインと機能性に優れた多彩なセ

キュリティ設備機器を駆使し、建物自体を含めた全体の環境面からトータルセキュリティを提案する営業活動を

行ってまいりました。また、物流設備機器、研究設備機器部門は主力商品の重点販売先を選定し、ソリューション営

業により需要を掘り起こし売上を伸ばしました。一方で、建材部門は前年同期の大型物件の反動から売上が減少し

ました。

　これらの結果、この事業部門の売上高は前年同期比10.0％減の211億56百万円となりました。損益面につきまして

は、原価、販売費及び一般管理費などあらゆるコストの削減により利益確保に努めましたが、減収により売上総利益

額が減少したこともあり、営業利益は前年同期比32.7％減の9億8百万円となりました。

［家庭用関連事業］

　この事業につきましては、主力の学習家具事業でデザイン面での独自性と機能面の完成度を高めた高付加価値商

品中心にラインアップを絞り込み、採算を重視した適正規模へ向けた事業展開を図り、高価格帯商品の売上を伸ば

しました。

　これらの結果、売上高は前年同期比12.1％増の25億51百万円となりました。損益面につきましては、様々な業務合理

化努力などを行った結果、前年同期1億96百万円の営業損失から3百万円の営業利益となりました。

 ［保守サービス関連事業］

　この事業につきましては、什器の修理や各種機器のメンテナンス等のサービスを行っております。連結子会社の㈱

イトーキテクニカルサービスが主体となり、当社グループの得意先を中心に積極的な営業活動を展開しました。

これらの結果、売上高は前年同期比5.8％減の4億97百万円となりました。損益面では販売費及び一般管理費の削

減により利益確保に努めました結果、営業利益は前年同期比14.7％増の55百万円となりました。
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(2）キャッシュ・フロー

　当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末比37億79百万円増の134億12百万円とな

りました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動による資金の増加は54億16百万円（前年同期は34億7百万円の増加）となりました。増加の主な要因は、

税金等調整前中間純利益及び売上債権の減少によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　定期預金の払い戻しによる収入が8億8百万円ありましたが、有形固定資産取得による支出22億54百万円などによ

り、投資活動による資金の減少は10億11百万円(前年同期は27億29百万円の減少）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　長期借入金の返済1億97百万円、配当金の支払額6億8百万円などにより、財務活動による資金の減少は6億2百万円

(前年同期は10億65百万円の減少）となりました。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当中間連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当中間連結会計期間

（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前年同期比（％）

オフィス関連事業（百万円） 16,839 94.0

設備機器関連事業（百万円） 10,945 85.7

家庭用関連事業（百万円） 15 38.3

保守サービス関連事業（百万円） － －

合計（百万円） 27,800 90.5

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には消費税等を含めておりません。

　

(2）受注状況

　当社グループは見込生産を主体としているため、受注状況の記載を省略しております。

(3）販売実績

　当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当中間連結会計期間

（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前年同期比（％）

オフィス関連事業（百万円） 33,602 90.6

設備機器関連事業（百万円） 21,156 90.0

家庭用関連事業（百万円） 2,551 112.1

保守サービス関連事業（百万円） 497 94.2

合計（百万円） 57,807 91.2

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．本表の金額には消費税等を含めておりません。
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３【対処すべき課題】

(1)　拡大事業と再編事業を明確にし、拡大事業及びその可能性がある事業に対し積極的に経営資源を投入する経営資

源効率重視の経営をしてまいります。また、各事業が市場競争に打ち勝つため、技術力、営業力をはじめとしたイトー

キグループの経営資源の融合と社外の経営資源の積極的活用により、新技術、新市場を創造し、各事業の相乗効果を発

揮し業界での地位を確立してまいります。

　　　具体的な内容は以下のとおりです。

①　機能別本部制により事業毎に分散、重複していた業務や人材を集約するとともに、各機能の強化を進め、全社的

な方針の遂行をより確実にします。また、各本部間の連携と協力のもとお客様へのトータルなサービスの提供

に注力します。　

②　社外との積極的な協業により、新分野、新市場を創造し売上拡大を図ります。

③　建材事業を第二の収益の柱に育成・拡大する事業と位置付け、需要地に近い千葉市に新工場を建設し、商品力、

コスト力の強い一環生産を目指します。

④　顧客の声を反映させた独自の高付加価値製品の開発と販売に注力し、イトーキブランドの向上を図ります。

⑤　中国に設立した金盟（蘇州）商業設備有限公司と伊藤喜商貿(上海)有限公司を核とした海外生産・調達・販売

を拡大させ、海外市場への本格進出を視野に入れた活動を強化します。

 ⑥　「キャッシュ・フロー」を重視した経営を推進し、特に、設備投資効率の向上、在庫削減の徹底、リードタイム

の短縮を図ります。

⑦　原材料の価格上昇に対応できる企業体質の強化を図ります。

⑧　効率経営の追求と更なる業容拡大のための人材育成と教育に努めます。

　⑨　公正で透明性のある企業活動に徹するためにコンプライアンス経営を実践します。

(2)　株式会社の支配に関する基本方針について

　当社は、平成20年2月18日開催の当社取締役会において、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方

に関する基本方針（会社法施行規則127条本文に規定されるものをいい、以下「基本方針」という。）を定めると

ともに、この基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止

するための取組み（会社法施行規則第127条第2号ロ）として、当社の企業価値・株主共同の利益を確保し、向上さ

せることを目的として、当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）（以下「本プラン」という。）を

導入することを決定し、平成20年３月28日開催の当社第58回定時株主総会において、株主の皆様のご承認をいただ

いております。

Ⅰ．基本方針

　当社は、その株式を上場し自由な取引を認める以上、支配権の移転を伴う当社株式の大量取得提案に応じるか

否かの判断は、最終的には株主の皆様の意思に委ねられるべきものと考えております。また、当社は、大量取得行

為であっても、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであれば、これを否定するものではありま

せん。

　しかしながら、大量取得提案の中には、①買付目的や買付後の経営方針等に鑑み、企業価値ひいては株主共同の

利益に対する明白な侵害をもたらすもの、②株主の皆様に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、③対

象会社の取締役会や株主の皆様が大量取得行為の条件等について検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替

案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの等、対象会社の企業価値ひいては株主共同の利益を毀

損するものも少なくありません。

　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を十分に理解し、当社の企業

価値ひいては株主共同の利益の継続的な確保・向上に資する者であるべきであり、当社の企業価値ひいては株

主共同の利益を毀損するおそれのある大量取得提案を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する

者として適当ではないと考えます。したがって、このような者による大量取得行為に対しては必要かつ相当な手

段を採ることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えます。

Ⅱ．基本方針の実現に資する取組み

１．企業価値の源泉について

　当社は、明治23年（1890年）に伊藤喜商店として大阪で創業後、大正、昭和、平成と続く時代の変遷の中で、着

実な足どりで日本経済の歴史とともに歩み、日本のオフィスの発展に大きな役割を果たしてきました。その

間、昭和25年（1950年）には製造部門が分離独立するなど時代に合った経営を行い発展してまいりましたが、

平成17年（2005年）6月に新たな企業価値の創造に向けて、製販統合を行い、半世紀余ぶりにひとつの企業と

して生まれ変わりました。お客様のニーズをよりスピーディに反映させる市場中心主義を徹底し、さらなる飛

躍と持続的な成長を目指して、創業120年を迎えようとする今でも、つねに創業時代の精神に立ちかえり、たゆ

まぬ挑戦を続ける当社の企業価値の源泉は、①コラボレーション＆ソリューション提案力、②製販一体化によ

る顧客ニーズ対応力、③老舗でありながら新進気鋭のブランド力、④企業文化・風土、の4点の結びつきにより

生み出されるものであるといえます。
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　しかしながら、これらの企業価値の創出は、いずれも当社とステークホルダーとの中長期的かつ良好な信頼

関係があって初めて実現できるものです。当社が企業理念の経営姿勢において「健全かつ透明な経営を行い、

企業活動にかかわる人々の期待と信頼に応えます」と宣言しているように、当社にとってお客様、お取引先

様、代理店様及び従業員との良好な関係を築き、維持することが最大の企業価値の源泉であるといえます。

２．企業価値向上のための取組みについて

　当社は、上記のとおりの当社の企業価値の源泉を踏まえて、平成17年（2005年）6月の製販統合時に中期経営

計画「2008年ビジョン」を策定し、「継続的な事業分野の革新」「常に安定した収益」「バランスのとれた

利益配分」を目指し、経営努力を継続することにより、当社の企業価値向上に邁進してまいりました。また平

成22年12月期を最終年度とする中期経営計画を策定し、「顧客と感動を分かち合える、業界のリーディングカ

ンパニー」を目指し、一層の企業価値の向上のため、以下の諸施策を推進してまいります。

・成長戦略による売上高の拡大　

　当社の収益の柱はオフィス事業でありますが、これに次ぐ第二、第三の柱となる事業の育成に注力いたしま

す。まず、建材事業において、千葉県に新工場を建設し、需要拡大が見込まれる建材製品の生産体制の強化を図

ります。さらに設備機器事業において、物流・金融・研究施設などの専門空間に対して独自性・新規性のある

商品・ソリューションを提案・提供し、利益拡大を図ります。また、オフィス事業ではこれらの事業とのシナ

ジーを活用し、一層の販売拡大を図ってまいります。

　グループ経営を徹底することにより収益力を強化するとともに、他社、特にシナジー効果が期待できる専門

企業とのコラボレーションやアライアンスにより、売上及び利益の拡大を図ります。

　海外販売、技術移転、現地生産、海外調達、海外ブランド輸入等グローバル展開するとともに、中国をはじめと

する海外現地法人の機能を強化し、連結業績への貢献を目指します。

・効率性の向上

　当社のコアスピリットである創業者の開拓精神と顧客ニーズ対応力を受け継いで、先見性と創意・工夫でコ

スト競争力のある新製品を継続的に投入できる開発・生産体制を再構築いたします。さらなるコスト削減・

キャッシュフロー改善を図るため、ＳＣＭ（サプライ チェーン マネジメント）概念に基づく生産拠点の再

編を含む生産体制の強化や業務プロセスの整備・改善を進め、仕入・物流部門の一元化によるリードタイム

の短縮や在庫効率の向上を図るＮＩＰＳ（ニューイトーキ生産システム）の構築を進めています。

・企業文化・風土の融合・昇華

　当社は、平成17年（2005年）6月の製販統合時より事業部制を導入し、事業ごとの製販組織の一体化や採算管

理の強化を進めてまいりましたが、平成20年（2008年）1月より全社レベルでの最適化に基づき、統合効果を

最大限に発揮するべく、機能別本部制に組織を再編成いたしました。これにより、さらなる収益体質の強化と

中長期的な成長軌道の確立に向けた体制の強化を図るとともに、企業文化・風土をより一層融合させ、さらに

は昇華させていくことにより、企業価値の向上を図ってまいります。

　３．コーポレート・ガバナンスについて

　当社は、企業倫理・遵法精神に基づき、コンプライアンスの徹底と経営の透明性、公正性を向上させ、また、積

極的な情報開示に努めることで企業に対する信頼を高め、企業価値の向上を目指したコーポレート・ガバナ

ンスの構築に取り組んでおります。

Ⅲ．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するた

めの取組み

　１．本プランの目的

　本プランは、上記Ⅰ．に記載した基本方針に沿って、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向

上させる目的をもって導入されるものです。

　当社取締役会は、当社株式に対する大量取得提案が行われた際に、当該大量取得行為に応じるべきか否かを

株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が株主の皆様に代替案を提案するために必要な時間及び情報を

確保すると共に、株主の皆様のために大量買付者と協議・交渉等を行うことなどを可能とすることにより、

当社の企業価値ひいては株主共同の利益に反する大量取得行為を抑止するための枠組みが必要不可欠であ

ると判断しました。

２．本プランの概要　

①　目的

　本プランは、当社株式の大量取得行為が行われる場合に、株主の皆様が適切な判断をするために必要・十

分な情報と時間を確保するとともに、買付者等との協議・交渉等の機会を確保すること等により、当社の

企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させることを目的としております。
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②　手続の設定

　本プランは、当社の株券等に対する買付もしくはこれに類似する行為又はその提案（以下「買付等」と

いう。）が行われる場合に、買付等を行う者（以下「買付者等」という。）に対し事前の情報提供を求める

等、上記①の目的を実現するために必要な手続を定めております。

③　新株予約権の無償割当てによる本プランの発動

　買付者等が本プランにおいて定められた手続に従うことなく当社株券等の買付等を行う場合、当社の企

業価値・株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすおそれがある場合等には、当社は、買付者等によ

る権利行使は認められないとの行使条件及び当社が買付者等以外の者から当社株式と引換えに新株予約

権を取得できる旨の取得条項が付された新株予約権（以下「本新株予約権」という。）を、その時点の当

社を除く全ての株主に対して新株予約権無償割当ての方法により割り当てます。

　本プランに従って本新株予約権の無償割当てがなされ、その行使又は当社による取得に伴って買付者等

以外の株主の皆様に当社株式が交付された場合には、買付者等の有する当社の議決権割合は、最大２分の

１まで希釈化される可能性があります。

④　独立委員会の利用等

　本プランに従った本新株予約権の無償割当ての実施、不実施又は取得等の判断については、取締役会の恣

意的判断を排するため、独立性の高い社外者等から構成される独立委員会の客観的な判断を経ることとし

ております。また、これに加えて、本新株予約権の無償割当ての実施に際して独立委員会が株主総会を招集

し、本新株予約権の無償割当ての実施に関する株主の皆様の意思を確認することを勧告した場合には、当

社取締役会はかかる株主総会を招集するものとされております。さらに、こうした手続の過程については、

株主の皆様への情報開示を通じてその透明性を確保することとしております。

Ⅳ．上記の取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

　１．基本方針の実現に資する取組み（上記Ⅱ．の取組み）について

　上記Ⅱ．に記載した企業価値向上のための取組みやコーポレート・ガバナンスの強化といった各施策は、

当社の企業価値・株主共同の利益を継続的かつ持続的に向上させるための具体的方策として策定されたも

のであり、基本方針の実現に資するものです。

　従って、これらの各施策は、基本方針に沿い、当社の株主共同の利益に合致するものであり、当社の会社役員

の地位の維持を目的とするものではありません。

　２．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するた

めの取組み（上記Ⅲ．の取組み）について

　①　本プランが基本方針に沿うものであること

　本プランは、当社株券等に対する買付等が行われる場合に、当該買付等に応じるべきか否かを株主の皆様

が判断し、あるいは当社取締役会が株主の皆様に代替案を提案するために必要な情報や時間を確保した

り、株主の皆様のために買付者等と協議・交渉等を行うことを可能とすることにより、当社の企業価値ひ

いては株主共同の利益を確保するための枠組みであり、基本方針に沿うものです。

　②　当該取組みが株主共同の利益を損なうものではなく、また、当社の会社役員の地位の維持を目的とするも

のではないこと

　当社は、次の理由から、基本方針に照らして不適切な者による支配を防止する取組みは、当社株主の共同

の利益を損なうものでなく、また、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと考えており

ます。

　(a)　買収防衛策に関する指針の要件を完全に充足していること

　本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確

保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則を完全に充足しております。

(b)　株主意思を重視するものであること（株主総会決議とサンセット条項）

　本プランは、当社第58回定時株主総会において、所定の定款変更を行い、当該変更後の定款の定めに基

づき、本プランに係る本新株予約権の無償割当てに関する事項を決定する権限を当社取締役会に対し

て委任する決議がなされたことにより、導入されました。

　また、本プランは、有効期間を約３年間とするいわゆるサンセット条項が設けられており、かつ、その

有効期間の満了前であっても、当社の株主総会において上記の委任決議を撤回する旨の決議がなされ

た場合、当社の株主総会で選任された取締役により構成される当社取締役会において本プランを廃止

する旨の決議がなされた場合には、本プランはその時点で廃止されることになります。その意味で、本

プランの導入および廃止は、当社株主の皆様の意思に基づくこととなっております。
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(c)　独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示

　当社は、本プランの導入にあたり、取締役の恣意的判断を排除し、株主の皆様のために、本プランの発

動及び廃止等の運用に際しての実質的な判断を客観的に行う機関として独立委員会を設置します。

　実際に当社に対して買付等がなされた場合には、こうした独立委員会が、独立委員会規則に従い、当該

買付等が当社の企業価値・株主共同の利益を毀損するか否かなどの実質的な判断を行い、当社取締役

会はその判断を最大限尊重して会社法上の機関としての決議を行うこととします。

　このように、独立委員会によって、当社取締役の恣意的行動を厳しく監視するとともに、その判断の概

要については株主の皆様に情報開示をすることとされており、当社の企業価値ひいては株主共同の利

益に資する範囲で本プランの透明な運営が行われる仕組みが確保されております。

(d)　合理的な客観的要件の設定

　本プランは、合理的かつ詳細な客観的要件が充足されなければ発動されないように設定されており、

当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しているものといえます。

(e)　当社取締役の任期の短縮

　当社は、当社第58回定時株主総会において、所定の定款変更を行い、当社取締役の任期を1年に短縮し

ました。こうした取締役の任期の短縮により、本プランの有効期間中であっても、毎年の当社取締役の

選任を通じて、本プランについて、株主の皆様のご意向を反映させることが可能となります。

(f)　外部専門家の意見の取得

　買付者等が出現すると、独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者（ファイナンシャル・アドバイ

ザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含む。）の助言を受けることができるもの

としております。これにより、独立委員会による判断の公正さ・客観性がより強く担保される仕組みと

なっております。

(g)　デッドハンド型やスローハンド型買収防衛策ではないこと

　本プランは、当社の株券等を大量に買い付けた者が指名し、株主総会で選任された取締役により、廃止

することができるものとして設計されており、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半

数を交替させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。また、当社は取締役の期差

任期制を採用していないため、本プランはスローハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の交替を一

度に行うことができないため、その発動を阻止するために時間を要する買収防衛策）でもありません。
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４【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。

 

５【研究開発活動】

 ＩＴが進化し、仕事の内容・進め方・環境等がどんどん変化してきています。そんな中で家具とＩＴを融合させた革

新的な新製品「２次元ＬＡＮシート」を平成20年７月に発売いたしました。この商品はテーブル上に設置されたＬＡ

Ｎシートの上にパソコンを置くだけでＬＡＮ接続ができるもので、以下のような特徴があります。

1．コネクトレス：ノートパソコンをＬＡＮシート上にのせるだけでＬＡＮ接続ができるので、ＬＡＮシート上では

　無線ＬＡＮ同等の自由度が確保されます。

2．セキュリティ：電波をＬＡＮシート内に封じ込め、必要以上に電波を飛ばさない技術により、１ｍ以上離れると

　電波が途切れ傍受される危険を排除します。

3．簡単導入：無線ＬＡＮを導入する際の、電波測定・電波設計・シミュレーションという作業がいらず、ＬＡＮシ

　ートを置くだけでＬＡＮ環境が構築されます。

　さらにこの商品のバリエーションとして、テーブル面に組み込んだ（一体化）商品、テーブル面に内蔵した商品を

　年内に発売する予定です。

　環境に配慮した取組みとして、千葉大学環境健康フィールド科学センター内で進められている「ケミレスタウン・

プロジェクト」に参画し、化学物質（ケミカル）の少ない（レス）街づくりを研究する産学連携活動の中で、ケミレ

ス製品を作り実験棟に納めています。大学で測定した結果、限りなくゼロに近い数値を実現しております。今後は大学

と共同で基準作りと市場に提供できる製品の実用化を目指して、さまざまな実証実験に取組みながら、誰もが健康に

暮らせる環境を早く提供できるように研究開発を続けてまいります。

　なお、当中間連結会計期間の研究開発費の総額は８億58百万円であります。

［オフィス関連事業］

 事務用チェアの分野では、昨年の2007グッドデザイン・金賞（経済産業大臣賞）を受賞し、業界・市場あるいは広く

海外のマーケットにも注目を集めた「スピーナチェア」につき、更に販売を拡大するべく、ヘッドサポート付タイプ

やミーティング用のキャンティレバー脚タイプ、ハンガーオプション、固定肘等の周辺アイテムのラインアップ強化

を行いました。また女性の視点で開発を行って注目を集めた「カシコチェア」についても、張地カラーの新色追加を

行い、市場への対応強化を図っております。その他既存チェア商品の強化策として、様々なチェアに展開可能なループ

肘を追加発売し、幅広いお客様のご要望にお応えする商品展開を進めております。

  ミーティングチェアの分野では、軽量・高積載効率性とシンプルでスタイリッシュなデザインでご好評をいただい

ております「ルベックチェア」に、座りやすさの向上や選択肢の幅を広げる、背クッション付タイプを追加発売いた

しました。ルベックは40脚をチェア台車へスタッキング収納しても、高さは1.5ｍという低さに抑える業界一の高収納

効率性を実現したチェアで、スタッキング作業時には荷崩れの心配も少ないことから、誰でも・安全に・安心して使

えることを目指すユニバーサルデザインの思想を取り入れた商品となっています。また、デザイナーにニューヨーク

在住のジェフ・ミラー氏を起用した、コンパクトでユニークなフレーム構造が特長の「ピッキオチェア」や、ラウン

ジチェアのような使い方も可能なソファベッド２シリーズ「スクシエ」「ソフリット」、オフィスのスタイリッシュ

なコミュニケーション空間づくりに資するデザインラウンジチェア「ラウンジチェアＮＶ」等を発売いたしました。

更に既存の商品へも、市場トレンド要求に応えるため、適用張地のカラー見直し等を行いました。

  パブリックユース向けのロビーベンチ商品として、インテリアトレンド素材を採用した「ウェイティングＰＡ－

５」、医療施設向けのコンセプトを展開した「ウェイティングＮＨ」等、市場ニーズの多様化や拡大にあわせた新製

品を発売し、商品構成の充実を図っております。

  金庫製品の分野におきましては、お客様の使い勝手を研究し、開錠操作部にダイヤル式、テンキー式、指紋認証式の

３タイプを揃えた「アレスト」シリーズを発売いたしました。

　　　キャビネット商品の分野では、当社主力の収納システム「シンラインキャビネット」のデザインファミリー「シン　　

ラインキャビネットＲ」シリーズに、高収納効率仕様であるスライドタイプを追加発売いたしました。オフィスのデ

ザイン要求への高まりと、スペース効率要求とに同時に応える商品として、ラインアップの充実を図っております。

　　　ワークステーション・デスク商品の分野では、販売好調な大型天板ワークステーション「インターリンク」シリーズ

に、業界初の中間支持脚のないワゴンフリー型の片面タイプを追加発売、更に使い勝手を向上させる様々なオプショ

ンアイテムや、一般的なミーティングテーブルとしても使える４本脚タイプのサイズバリエーション等も追加し、一

層充実した商品シリーズとなっています。

　なお、研究開発費の金額は５億46百万円であります。
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［設備機器関連事業］

　オフィスセキュリティへの様々なご要望にお応えするため商品ラインナップ強化を進めています。入退室管理シス

テムやセキュリティ収納ではＩＣカードや生体認証を使った商品を導入されるユーザが増えておりますが、従来から

運用してきた「鍵」を一斉に電子化することは費用面のみならず運用面でも困難なユーザも多いことから、20本から

120本までの鍵をＩＣカードやテンキーで管理できる薄型コンパクトでデザイン性に優れた「システマキーユニッ

ト」を発売しました。高度なセキュリティを求めるユーザには扉の開閉管理だけでなく、いつ、だれが、どのファイル

を使ったのかを管理できるＲＦＩＤ技術を使った文書管理システム「ＲＦセキュアシンライン」をトッパン・

フォームズ株式会社と共同で開発いたしました。

　また、金融市場ではキャッシュカードの生体認証ＩＣカード化が進展し、貸金庫もセキュリティ性の向上と複数の

カードを所持しなくても良いという利便性の向上を狙い、生体認証ＩＣキャッシュカードに対応した全自動貸金庫

「ＳＡＤ－Ｋ」を発売いたしました。

　　　間仕切り商品では、昨年発売したガラスパーティションの最高位グレードの「ソフィオパート」にブラインド内臓パ

ネル、ガラス連装タイプ、木目調鋼板パネル、ミドルハイトパネルを追加発売いたしました。

またガラス移動間仕切り「ベトラールi」を正式発売いたしました。

　　　どちらも首都圏を中心とした高級テナントビルのニーズに対応した商品として発売いたしました。

なお、研究開発費の金額は２億34百万円であります。

［家庭用関連事業］

　学習家具分野においては、2009シーズンの入学児童向けとして、成長に合わせて「５つのスタイル」に組み替えて使

用できる「イトーキフリーワン」、本格的な平机と書棚でシンプルに使いやすさを追求した「イトーキセレクトワ

ン」を更に改良を加え新たに発売し好評を得ております。また、ユーザーからの要望に応え天板幅寸法を従来の100cm

から95cmに設定変更したコンパクトサイズの学習机も新規で発売いたしました。更にスタイリッシュなデザインで大

人になっても使える「モダンデスク」も新規で発売いたしました。一方、お子さまの姿勢をサポートする高機能チェ

アとして好評のスライドフィット回転チェア「ＫＳ11」を、座面回転止め機構の変更、張地色の見直しなど改良を加

え新たに発売いたしました。

　ホーム商品分野においては、昨年11月に発売した、オフィスチェアのノウハウを凝縮した家庭用チェア「コペル」

が、『イトーキ独自のベンディングシートが可能にする快適な座り心地』、『家庭空間にちょうどいいサイズ』など

の点が評価され好調に販売を拡大しつつあります。

　なお、研究開発費の金額は76百万円であります。

 ［保守サービス関連事業］

　保守サービス関連事業につきましては、研究開発活動を行っておりません。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

２【設備の新設、除却等の計画】

  当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあり

ません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 149,830,000

計 149,830,000

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（平成20年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年９月25日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 52,143,948 52,143,948

東京証券取引所

（市場第一部）

大阪証券取引所

（市場第一部）

完全議決権株

式であり、権利

内容に何ら限

定のない当社

における標準

となる株式

計 52,143,948 52,143,948 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成20年１月１日

～６月30日　
－ 52,143,948 － 5,277 － 10,816

（５）【大株主の状況】

　 平成20年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本トラスティ・サービス信

託銀行㈱（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８－11 3,096 5.9

㈱みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内１丁目３－３ 2,531 4.8

伊藤　七郎 大阪府豊中市 2,512 4.8

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 2,170 4.1

日本マスタートラスト信託銀

行㈱（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11－３ 1,692 3.2

㈱アシスト 大阪市中央区平野町２丁目４－12 1,586 3.0

イトーキ協力会社持株会 大阪市城東区今福東１丁目４－12 1,241 2.3

㈱三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１－２ 1,069 2.0

國島　光太郎 東京都武蔵野市 926 1.7

伊藤　裕子 兵庫県芦屋市 912 1.7

計 － 17,738 34.0

　（注）１．上記のほか、当社は自己株式1,434,369株（発行済株式総数に対する割合2.7％）を保有しております。

２．バークレイズ・グローバル・インベスターズ㈱から平成20年７月７日付で提出された大量保有報告書（変

更報告書）により、平成20年６月30日現在で以下の株式を共同保有している旨の報告を受けておりますが、

当社といたしましては当中間会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株

主の状況には含めておりません。なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は、次のとおりでありま

す。

氏名又は名称
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

 バークレイズ・グローバル・インベスターズ㈱ 1,824 3.5

 バークレイズ・グローバル・インベスターズ、エヌ・エイ

（Barclays Global Investors,N.A.）
1,448 2.7

 バークレイズ・グローバル・インベスターズ・リミテッ

ド（Barclays Global Investors Ltd）
113 0.2
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
(自己保有株式)

普通株式   1,434,300
－

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式　50,633,600 506,336 同上

単元未満株式 普通株式  　  76,048 － 同上

発行済株式総数 52,143,948 － －

総株主の議決権 － 506,336 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が5,400株（議決権54個）含まれておりま

す。

②【自己株式等】

　 平成20年６月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

㈱イトーキ
大阪市城東区今福

東１丁目４番12号
1,434,300 － 1,434,300 2.7

計 － 1,434,300 － 1,434,300 2.7

２【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成20年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高（円） 707 699 657 670 659 601

最低（円） 510 513 556 606 557 517

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書提出日までにおいて役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前中間連結会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間（平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づいて作成しております。

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前中間会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日ま

で）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）の中間財務諸表につ

いては、新日本監査法人により中間監査を受け、また、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結

会計期間（平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成20年１月

１日から平成20年６月30日まで）の中間財務諸表については、新日本有限責任監査法人により中間監査を受けており

ます。

　なお、新日本有限責任監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって新日本監査法人から名

称変更しております。
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１【中間連結財務諸表等】

（１）【中間連結財務諸表】

①【中間連結貸借対照表】

　 　
前中間連結会計期間末
（平成19年６月30日）

当中間連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部） 　          

Ⅰ　流動資産 　          

１．現金及び預金
※２
 

 12,899   14,051   10,342  

２．受取手形及び売掛
金

※６  29,230   24,711   26,251  

３．有価証券 　  －   300   300  

４．たな卸資産 　  7,356   7,402   7,755  

５．その他 　  1,266   1,580   1,645  

貸倒引当金 　  △228   △153   △129  

流動資産合計 　  50,524 51.2  47,892 50.4  46,165 49.1

Ⅱ　固定資産 　          

１．有形固定資産 ※１          

(1）建物及び構築物 ※２ 14,976   14,296   14,734   

(2）土地 ※２ 8,485   8,394   8,400   

(3）その他 　 4,997 28,459  7,873 30,564  6,128 29,263  

２．無形固定資産 　          

(1）のれん 　 2   23   1   

(2）その他 　 293 295  346 370  291 293  

３．投資その他の資産 　          

(1）投資有価証券
※２
 

11,294   8,206   9,213   

(2）その他 　 9,683   9,779   10,555   

    貸倒引当金 　 △1,097   △1,396   △1,106   

関係会社投資損
失引当金

　 △400 19,480  △400 16,190  △400 18,261  

固定資産合計 　  48,235 48.8  47,125 49.6  47,818 50.9

資産合計 　  98,760 100.0  95,018 100.0  93,984 100.0

　 　          

（負債の部） 　          

Ⅰ　流動負債 　          

１．支払手形及び買掛
金

※６  27,571   23,470   23,386  

２．短期借入金 ※２  4,433   6,263   6,038  

３．未払法人税等 　  1,733   743   588  

４．賞与引当金 　  443   130   820  

５．役員賞与引当金 　  －   41   140  

６．その他 ※６  6,100   7,815   6,433  

流動負債合計 　  40,282 40.8  38,464 40.5  37,407 39.8
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前中間連結会計期間末
（平成19年６月30日）

当中間連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅱ　固定負債 　          

１．長期借入金 ※２  403   46   252  

２．退職給付引当金 　  5,878   5,185   5,532  

３．役員退職慰労引当
金

　  65   55   72  

４．製品自主点検損失
引当金

　  221   －   －  

５．製品自主回収関連
損失引当金

　  －   934   545  

６．リコール損失引当
金

　  69   56   54  

７．負ののれん 　  26   22   27  

８．その他 　  2,956   2,654   2,918  

固定負債合計 　  9,622 9.7  8,954 9.4  9,404 10.0

負債合計 　  49,904 50.5  47,419 49.9  46,811 49.8

（純資産の部）           

Ⅰ　株主資本 　          

１. 資本金 　  5,277 5.3  5,277 5.6  5,277 5.6

２．資本剰余金 　  13,022 13.2  13,022 13.7  13,022 13.9

３．利益剰余金 　  26,420 26.8  27,571 29.0  26,509 28.2

４．自己株式 　  △250 △0.3  △937 △1.0  △937 △1.0

株主資本合計 　  44,470 45.0  44,934 47.3  43,872 46.7

Ⅱ　評価・換算差額等 　          

１. その他有価証券評価
差額金

　  3,290 3.4  1,566 1.6  2,203 2.3

２．為替換算調整勘定 　  10 0.0  △38 △0.0  11 0.0

評価・換算差額等合
計

　  3,300 3.4  1,527 1.6  2,215 2.3

Ⅲ　少数株主持分 　  1,084 1.1  1,136 1.2  1,084 1.2

純資産合計 　  48,855 49.5  47,598 50.1  47,172 50.2

負債純資産合計 　  98,760 100.0  95,018 100.0  93,984 100.0

           

EDINET提出書類

株式会社イトーキ(E02371)

半期報告書

20/73



②【中間連結損益計算書】

　 　
前中間連結会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　  63,416 100.0  57,807 100.0  118,410 100.0

Ⅱ　売上原価 　  40,214 63.4  36,780 63.6  76,480 64.6

売上総利益 　  23,201 36.6  21,027 36.4  41,929 35.4

Ⅲ　販売費及び一般管理
費

※１  18,270 28.8  17,738 30.7  36,474 30.8

営業利益 　  4,931 7.8  3,288 5.7  5,455 4.6

Ⅳ　営業外収益 　          

１．受取利息 　 42   34   82   

２．受取配当金 　 95   91   142   

３．負ののれんの償却
額

　 4   4   8   

４．持分法による投資
利益

　 －   －   4   

５．受取賃貸料 　 255   237   484   

６．受取保険金 　 32   27   14   

７．その他 　 66 496 0.8 89 485 0.8 252 989 0.9

Ⅴ　営業外費用 　          

１．支払利息 　 85   89   162   

２．持分法による投資
損失

　 20   21   －   

３．賃貸建物等減価償
却費

　 102   98   202   

４．賃貸建物等管理費
用 

　 43   45   89   

５．その他 　 54 307 0.5 123 378 0.6 125 580 0.5

経常利益 　  5,119 8.1  3,394 5.9  5,864 5.0

Ⅵ　特別利益 　          

１．固定資産売却益 ※２ 0   1   21   

２．会員権貸倒引当金
戻入益

　 16   －   8   

３．投資有価証券売却
益

　 3   436   6   

４．その他 　 3 24 0.0 14 452 0.8 13 50 0.0

Ⅶ　特別損失 　          

１．固定資産除却等損
失

※３ 12   20   188   

２．投資有価証券売却
損

　 1   53   5   

３．投資有価証券評価
損

　 38   28   78   

４．貸倒引当金繰入額 ※４　 －   300   －   

５．リコール損失 　 50   5   48   

６．製品自主回収関連
損失引当金繰入額

　 －   533   352   

７．リコール損失引当
金繰入額

　 69   5   54   

８．その他 　 － 172 0.3 7 953 1.7 3 731 0.6
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前中間連結会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

税金等調整前中間
（当期）純利益

　  4,971 7.8  2,894 5.0  5,183 4.4

法人税、住民税及
び事業税

　 1,679   681   1,728   

法人税等調整額 　 436 2,116 3.3 493 1,174 2.0 496 2,224 1.9

少数株主利益 　  93 0.1  48 0.1  108 0.1

中間(当期)純利益 　  2,760 4.4  1,670 2.9  2,850 2.4
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③【中間連結株主資本等変動計算書】

前中間連結会計期間（自平成19年１月１日　至平成19年６月30日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年12月31日　残高

（百万円）
5,277 13,022 24,175 △247 42,227

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当（百万円）   △515  △515

中間純利益（百万円）   2,760  2,760

自己株式の取得（百万円）    △3 △3

自己株式の処分（百万円）  0  0 0

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額）

（百万円）

     

中間連結会計期間中の変動額合計

（百万円）
－ 0 2,244 △3 2,242

平成19年６月30日　残高

（百万円）
5,277 13,022 26,420 △250 44,470

 

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券評
価差額金

為替換算調整勘定
評価・換算差額等合
計

平成18年12月31日　残高

（百万円）
2,921 4 2,926 990 46,143

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当（百万円）     △515

中間純利益（百万円）     2,760

自己株式の取得（百万円）     △3

自己株式の処分（百万円）     0

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額）

（百万円）

369 5 374 94 469

中間連結会計期間中の変動額合計

（百万円）
369 5 374 94 2,711

平成19年６月30日　残高

（百万円）
3,290 10 3,300 1,084 48,855

当中間連結会計期間（自平成20年１月１日　至平成20年６月30日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年12月31日　残高

（百万円）
5,277 13,022 26,509 △937 43,872

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当（百万円）   △608  △608

中間純利益（百万円）   1,670  1,670

自己株式の取得（百万円）    △0 △0

自己株式の処分（百万円）  △0  0 0

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額）

（百万円）

     

中間連結会計期間中の変動額合計

（百万円）
－ △0 1,062 △0 1,061

平成20年６月30日　残高

（百万円）
5,277 13,022 27,571 △937 44,934
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評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券評
価差額金

為替換算調整勘定
評価・換算差額等合
計

平成19年12月31日　残高

（百万円）
2,203 11 2,215 1,084 47,172

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当（百万円）     △608

中間純利益（百万円）     1,670

自己株式の取得（百万円）     △0

自己株式の処分（百万円）     0

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額）

（百万円）

△636 △50 △687 52 △635

中間連結会計期間中の変動額合計

（百万円）
△636 △50 △687 52 426

平成20年６月30日　残高

（百万円）
1,566 △38 1,527 1,136 47,598

前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年12月31日　残高

（百万円）
5,277 13,022 24,175 △247 42,227

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当（百万円）   △515  △515

当期純利益（百万円）   2,850  2,850

自己株式の取得（百万円）    △690 △690

自己株式の処分（百万円）  0  0 0

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額）

（百万円）

     

連結会計年度中の変動額合計

（百万円）
－ 0 2,334 △690 1,644

平成19年12月31日　残高

（百万円）
5,277 13,022 26,509 △937 43,872

 

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券評
価差額金

為替換算調整勘定
評価・換算差額等合
計

平成18年12月31日　残高

（百万円）
2,921 4 2,926 990 46,143

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当（百万円）     △515

当期純利益（百万円）     2,850

自己株式の取得（百万円）     △690

自己株式の処分（百万円）     0

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額）

（百万円）

△717 7 △710 94 △616

連結会計年度中の変動額合計

（百万円）
△717 7 △710 94 1,028

平成19年12月31日　残高

（百万円）
2,203 11 2,215 1,084 47,172
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

　 　
前中間連結会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッ
シュ・フロー

　    

税金等調整前中間(当
期)純利益 　 4,971 2,894 5,183

減価償却費 　 1,123 1,311 2,399

のれんの償却額 　 △3 △2 △7

貸倒引当金の増減額 　 △9 313 △99

賞与引当金の増減額 　 100 △689 477

役員賞与引当金の減
少額

　 △165 △98 △24

退職給付引当金の減
少額

　 △924 △347 △1,269

役員退職慰労引当金
の減少額

　 △245 △17 △238

製品自主点検損失引
当金の減少額

　 △18 － △240

製品自主回収関連損
失引当金の増加額

　 － 389 545

リコール損失引当金
の増加額

　 69 1 54

受取利息及び受取配
当金

　 △137 △126 △224

支払利息 　 85 89 162

持分法による投資損
益

　 20 21 △4

投資有価証券売却損
益

　 △2 △383 △1

固定資産売却損益 　 △0 △1 △18

固定資産除却等損失 　 12 20 188

投資有価証券評価損 　 38 28 78

売上債権の増減額 　 △3,057 1,540 △78

たな卸資産の増減額 　 △807 352 △1,206

仕入債務の増減額 　 2,821 84 △1,363

その他 　 1,345 513 1,085

小計 　 5,217 5,894 5,397

利息及び配当金の受
取額

　 141 134 227

利息の支払額 　 △78 △80 △163

法人税等の支払額 　 △1,873 △531 △3,057

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

　 3,407 5,416 2,404
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前中間連結会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅱ　投資活動によるキャッ
シュ・フロー

　    

定期預金の預入によ
る支出

　 △627 △338 △922

定期預金の払戻によ
る収入

　 498 808 901

有形固定資産の取得
による支出

　 △2,792 △2,254 △4,513

有形固定資産の売却
による収入

　 － 34 111

投資有価証券の取得
による支出

　 △352 △285 △452

投資有価証券の売却
による収入

　 133 765 206

満期保有目的債券の
償還による収入

　 299 － 299

短期貸付金の増減額
（純額）

　 3 0 △305

長期貸付による支出 　 △20 － △92

長期貸付金の回収に
よる収入

　 41 48 82

保険積立金の増減額
（純額）

　 166 286 5

その他 　 △80 △77 △265

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

　 △2,729 △1,011 △4,943

Ⅲ　財務活動によるキャッ
シュ・フロー

　    

短期借入金の増減額
（純額）

　 △107 185 1,726

長期借入金の返済に
よる支出

　 △430 △197 △810

長期借入による収入 　 － 30 －

自己株式の取得によ
る支出

　 － － △685

自己株式の取得・売
却による収支

　 △2 △0 △4

配当金の支払額 　 △515 △608 △515

少数株主への配当金
の支払額

　 △9 △12 △9

その他 　 △0 － △0

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

　 △1,065 △602 △298
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前中間連結会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅳ　現金及び現金同等物に
係る換算差額

　 △7 △23 △7

Ⅴ　現金及び現金同等物の
増減額

　 △394 3,779 △2,844

Ⅵ　現金及び現金同等物の
期首残高

　 12,477 9,633 12,477

Ⅶ　現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高

　 12,083 13,412 9,633
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前中間連結会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数　 11社

連結子会社の名称

伊藤喜オールスチール㈱

富士リビング工業㈱

㈱上田商事

㈱タイメック

金盟(蘇州)商業設備有限公司

　㈱イトーキテクニカルサービ

  ス

       ㈱イトーキマーケットスペ

       ース

       ㈱イトーキ工務センター

       ㈱イトーキ大阪工務センター

       ㈱シマソービ

       ㈱イトーキ東光製作所

１．連結の範囲に関する事項

(1）同左

１．連結の範囲に関する事項

(1）同左

(2）非連結子会社の数　 13社

非連結子会社の名称

㈱光製作所

ファーストリンクジャパン㈱

㈱オー・エフ・アイ

㈱イトーキエスアンドエス

㈱エフエム・スタッフ

㈱エコ・ブランディング

㈱メディカル経営研究センター

マルイ工業㈱

ITOKI SYSTEMS(SINGAPORE)

PTE.,LTD.

伊藤喜商貿(上海)有限公司

三幸ファシリティーズ㈱

ITOKI(THAILAND)CO.,LTD.

上海伊藤喜建築装飾有限公司

  非連結子会社はいずれも小規

模であり、総資産、売上高、中間純

損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等

はいずれも中間連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていないた

め、連結の範囲から除外しており

ます。

(2）非連結子会社の数　 13社

非連結子会社の名称

㈱光製作所

ファーストリンクジャパン㈱

㈱イトーキエスアンドエス

㈱エフエム・スタッフ

㈱エコ・ブランディング

㈱メディカル経営研究センター

イトーキマルイ工業㈱

ITOKI SYSTEMS(SINGAPORE)

PTE.,LTD.

　     ㈱イトーキ北海道

伊藤喜商貿(上海)有限公司

三幸ファシリティーズ㈱

ITOKI(THAILAND)CO.,LTD.

上海伊藤喜建築装飾有限公司

  非連結子会社はいずれも小規

模であり、総資産、売上高、中間純

損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等

はいずれも中間連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていないた

め、連結の範囲から除外しており

ます。

(2）非連結子会社の数　 13社

非連結子会社の名称

㈱光製作所

ファーストリンクジャパン㈱

㈱オー・エフ・アイ

㈱イトーキエスアンドエス

㈱エフエム・スタッフ

㈱エコ・ブランディング

㈱メディカル経営研究センター

イトーキマルイ工業㈱

ITOKI SYSTEMS(SINGAPORE)

PTE.,LTD.

伊藤喜商貿(上海)有限公司

三幸ファシリティーズ㈱

ITOKI(THAILAND)CO.,LTD.

上海伊藤喜建築装飾有限公司

　非連結子会社はいずれも小規模

であり、総資産、売上高、当期純損

益（持分に見合う額）及び利益

剰余金 （持分に見合う額）等は

いずれも連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないため、連結

の範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項

(1）持分法適用の関連会社数

 １社

　持分法適用会社の名称

㈱コーポレイトデザイン研

究所

２．持分法の適用に関する事項

(1）同左

 

　

　

２．持分法の適用に関する事項

(1）同左
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前中間連結会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

(2）持分法を適用していない非連結

子会社（㈱光製作所他12社）及

び関連会社（㈱セルノ、㈱イトー

キ保険サービス、豊国工業㈱、ビ

ジネスジムキ㈱）については、そ

れぞれ中間連結純損益及び利益

剰余金等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体としても重要性

がないため持分法の適用範囲か

ら除外しております。

(2）持分法を適用していない非連結

子会社（㈱光製作所他12社）及

び関連会社（㈱セルノ、㈱イトー

キ保険サービス）については、そ

れぞれ中間連結純損益及び利益

剰余金等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体としても重要性

がないため持分法の適用範囲か

ら除外しております。

(2) 持分法を適用していない非連結

子会社（㈱光製作所他12社）及

び関連会社（㈱セルノ、㈱イトー

キ保険サービス、㈱イトーキ北海

道）については、それぞれ当期純

損益及び利益剰余金等に及ぼす

影響が軽微であり、かつ、全体と

しても重要性がないため持分法

の適用範囲から除外しておりま

す。

(3）中間決算日が中間連結決算日と

異なっている持分法適用会社の

㈱コーポレイトデザイン研究所

については、同社の中間会計期間

に係る中間財務諸表を使用して

おります。

(3）同左 (3）決算日が連結決算日と異なって

いる持分法適用会社の㈱コーポ

レイトデザイン研究所について

は、同社の決算日現在の財務諸表

を使用しております。

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項

　連結子会社のうち富士リビング工

業㈱の中間決算日は、平成19年６月

20日であります。

  また、㈱イトーキテクニカルサー

ビス、㈱イトーキマーケットスペー

ス、㈱イトーキ工務センター、㈱イ

トーキ大阪工務センター、㈱シマ

ソービ、㈱イトーキ東光製作所の中

間決算日は平成19年５月31日であ

ります。

　中間連結財務諸表の作成に当たっ

ては、同中間決算日の中間財務諸表

を使用しております。

　ただし、富士リビング工業㈱につ

いては平成19年６月21日から平成

19年6月30日まで、㈱イトーキテク

ニカルサービス、㈱イトーキマー

ケットスペース、㈱イトーキ工務セ

ンター、㈱イトーキ大阪工務セン

ター、㈱シマソービ、㈱イトーキ東

光製作所については平成19年６月

１日から平成19年６月30日までの

期間に発生した重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行ってお

ります。

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項

　連結子会社のうち富士リビング工

業㈱の中間決算日は、平成20年６月

20日であります。

  また、㈱イトーキテクニカルサー

ビス、㈱イトーキマーケットスペー

ス、㈱イトーキ工務センター、㈱イ

トーキ大阪工務センター、㈱シマ

ソービ、㈱イトーキ東光製作所の中

間決算日は平成20年５月31日であ

ります。

　中間連結財務諸表の作成に当たっ

ては、同中間決算日の中間財務諸表

を使用しております。

　ただし、富士リビング工業㈱につ

いては平成20年６月21日から平成

20年6月30日まで、㈱イトーキテク

ニカルサービス、㈱イトーキマー

ケットスペース、㈱イトーキ工務セ

ンター、㈱イトーキ大阪工務セン

ター、㈱シマソービ、㈱イトーキ東

光製作所については平成20年６月

１日から平成20年６月30日までの

期間に発生した重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行ってお

ります。

３．連結子会社の決算日等に関する

事項

　連結子会社のうち富士リビング工

業㈱の決算日は平成19年12月20日、

また、㈱イトーキテクニカルサービ

ス、㈱イトーキマーケットスペー

ス、㈱イトーキ工務センター、㈱イ

トーキ大阪工務センター、㈱シマ

ソービ、㈱イトーキ東光製作所の決

算日は平成19年11月30日でありま

す。

　連結財務諸表の作成に当たって

は、同決算日の財務諸表を使用して

おります。

　ただし、富士リビング工業㈱につ

いては平成19年12月21日から12月

31日まで、㈱イトーキテクニカル

サービス、㈱イトーキマーケットス

ペース、㈱イトーキ工務センター、

㈱イトーキ大阪工務センター、㈱シ

マソービ、㈱イトーキ東光製作所に

ついては平成19年12月１日から12

月31日までの期間に発生した重要

な取引については、連結上必要な調

整を行っております。
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前中間連結会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価

方法

①　有価証券

満期保有目的の債券

　償却原価法(定額法)

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価

方法

①　有価証券

満期保有目的の債券

　同左

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価

方法

①　有価証券

満期保有目的の債券

　同左

その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移

動平均法により算定）

その他有価証券

時価のあるもの

同左

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

②　デリバティブ

　時価法

②　デリバティブ

　同左

②　デリバティブ

　同左

③　たな卸資産

　主として総平均法に基づく原

価法により評価しておりま

す。

③　たな卸資産

　同左

③　たな卸資産

　同左

(2）重要な減価償却資産の減価償却

の方法

①　有形固定資産

　定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設

備は除く）については、定額法

によっております。

　なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。

 建物及び構築物

 ８～50年

 機械装置及び運搬具

 ４～17年

(2）重要な減価償却資産の減価償却

の方法

①　有形固定資産

　定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設

備は除く）については、定額法

によっております。

　なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。

 建物及び構築物

 ８～50年

 機械装置及び運搬具

 ４～17年

(2）重要な減価償却資産の減価償却

の方法

①　有形固定資産

　定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設

備は除く）については、定額法

によっております。

　なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。

建物及び構築物

８～50年

機械装置及び運搬具

４～17年
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前中間連結会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

（会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、当中

間連結会計期間より、平成19年

４月１日以降に取得した有形

固定資産については、改正後の

法人税法に規定する償却方法

により減価償却を実施してお

ります。

　なお、この変更に伴う営業利

益、経常利益、税金等調整前中

間純利益及びセグメント情報

に与える影響は軽微でありま

す。

（追加情報）

　法人税法の改正に伴い、当中

間連結会計期間より、平成19年

３月31日以前に取得した有形

固定資産については、改正前の

法人税法に規定する償却方法

の適用により取得価額の５％

に到達した連結会計年度の翌

連結会計年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差

額を５年間にわたり均等償却

しております。

　なお、この変更に伴い営業利

益が53百万円、経常利益及び税

金等調整前中間純利益が58百

万円減少しております。

　　　 　また、セグメント情報に与える影

響は、当該箇所に記載しており

ます。

（会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、当連

結会計年度より、平成19年４月

１日以降に取得した有形固定

資産については、改正後の法人

税法に規定する償却方法によ

り減価償却を実施しておりま

す。

　なお、この変更に伴い営業利

益、経常利益及び税金等調整前

当期純利益が44百万円減少し

ております。

　また、セグメント情報に与え

る影響は、当該箇所に記載して

おります。

②　無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づく

定額法によっております。

②　無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、市場販売目的のソフ

トウェアについては、見込販

売数量（有効期間３年）に

基づく方法、自社利用のソフ

トウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用

しております。

②　無形固定資産

　　同左

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しておりま

す。

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　同左

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　同左

 ②  関係会社投資損失引当金

　関係会社への投資に係る損失

に備えるために、当該関係会社

の財政状態及び回収可能性を

勘案して必要額を計上してお

ります。

 ②  関係会社投資損失引当金

　同左

 ②  関係会社投資損失引当金

    同左
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前中間連結会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

③　賞与引当金

  従業員に対して支給する賞

与の支出に備えるため、支給見

込額を計上しております。

　 （追加情報) 

  従来、当社従業員の賞与につ

いては、当中間連結会計期間に

属する支給対象期間にかかる

金額を７月に支給していたた

め全額を「未払費用」として

計上しておりましたが、平成18

年10月16日に年間業績連動型

の賞与算定方式及び賞与支給

方法につき労使間で協定が結

ばれ、当中間期より当中間連結

会計期間の支給対象期間にか

かる賞与のうち固定部分を７

月支給とし、業績連動部分を翌

年３月に支給することとした

ため、固定部分を「未払費用」

として、業績連動部分を「賞与

引当金」として計上しており

ます。

③　賞与引当金

  当社は、従業員に対して支給

する業績連動賞与の支出に備

えるため、当連結会計年度にお

ける支給見込額のうち当中間

連結会計期間の負担額を計上

しております。

 ③　賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与

の支出に備えるため、支給見込

額を計上しております。

──────

　

　④　役員賞与引当金

　　　　当社は、役員に対して支給する賞与

の支出に備えるため、当連結会計

年度における支給見込額のうち

当中間連結会計期間の負担額を

計上しております。

　　（追加情報）

　　　　当社は、役員賞与算定基準の見直し

を行い、当中間連結会計期間より

支給見込額を合理的に見積るこ

とができることとなったため、当

中間連結会計期間より役員賞与

引当金を計上しております。

④　役員賞与引当金

　役員に対して支給する賞与の

支出に備えるため、支給見込額

を計上しております。
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前中間連結会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

④　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間連結会

計期間末において発生してい

ると認められる額を計上して

おります。

　数理計算上の差異について

は、各連結会計年度の発生時に

おける平均残存勤務期間内の

一定の年数(10年)による定額法

により按分した額をそれぞれ

発生の翌連結会計年度から費

用処理することとしておりま

す。

　過去勤務債務については、平

均残存勤務期間内の一定の年

数(10年)による定額法により費

用処理することとしておりま

す。

　なお、連結子会社は簡便法を

採用しております。

⑤　退職給付引当金

　同左

⑤　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しており

ます。

　数理計算上の差異について

は、各連結会計年度の発生時に

おける平均残存勤務期間内の

一定の年数（10年）による定

額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理することとしてお

ります。

　過去勤務債務については、平

均残存勤務期間内の一定の年

数（10年）による定額法によ

り費用処理することとしてお

ります。

　なお、連結子会社は簡便法を

採用しております。

 ⑤　役員退職慰労引当金 

　役員の退職慰労金の支払に備

えるため、役員退職慰労金支給

基準内規に基づき当中間連結

会計期間末要支給額の100％を

計上しております。 

(追加情報)

  当中間連結会計期間より、

「租税特別措置法上の準備金

及び特別法上の引当金又は準

備金並びに役員退職慰労引当

金等に関する監査上の取扱

い」（日本公認会計士協会　平

成19年４月13日　監査・保証実

務委員会報告第42号）を早期

適用しております。

 これに伴い、当社の役員退職

慰労引当金を固定負債の「そ

の他」に振り替えております。

  なお、この早期適用により新

たに計上した役員退職慰労引

当金はありません。

 ⑥　役員退職慰労引当金 

　役員の退職慰労金の支払に備

えるため、役員退職慰労金支給

基準内規に基づき当中間連結

会計期間末要支給額の　 100％

を計上しております。 

 ⑥　役員退職慰労引当金 

　役員の退職慰労金の支払に備

えるため、役員退職慰労金支給

基準内規に基づき当連結会計

年度末要支給額の100％を計上

しております。

（追加情報）

　当連結会計年度より、「租税

特別措置法上の準備金及び特

別法上の引当金又は準備金並

びに役員退職慰労引当金等に

関する監査上の取扱い」（日

本公認会計士協会　平成19年4

月13日　監査・保証実務委員会

報告第42号）を早期適用して

おります。これに伴い、当社の

役員退職慰労引当金を固定負

債の「その他」に振り替えて

おります。

　なお、この早期適用により新

たに計上した役員退職慰労引

当金はありません。
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前中間連結会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

 ⑥　製品自主点検損失引当金

　当社が過去に販売した特定の

チェア製品の自主点検にかか

る損失の発生に備えるため、自

主点検計画に基づき見積もり

計上しております。

 ⑦　製品自主回収関連損失引当

金

　当社が過去に販売した特定の

製品の自主回収及び点検・交

換を行うに当たり、回収・点検

等にかかる損失の発生に備え

るため、発生見込み額を計上し

ております。

 ⑦　製品自主回収関連損失引当金

　当社が過去に販売した特定の

製品の自主回収及び点検・交

換を行うに当たり、回収・点検

等にかかる損失の発生に備え

るため、発生見込み額を計上し

ております。

  （追加情報）

　当社が過去に耐火性能認定

を受けて販売した製品につい

て、平成19年11月19日付の国

土交通省通知（国住指第3121

号）に基づいて実態調査を実

施したところ、一部の製品に

ついて認定仕様と異なる仕様

の製品を過去に販売した実績

があったことが判明し、平成

19年12月20日付で国土交通省

にこの旨の報告書を提出する

とともに、順次、耐火性能にか

かる再試験を実施しておりま

す。

　これらの製品のうち、再試験

が終了し、所定の性能を満た

していなかったことが判明し

た製品については、製品自主

回収関連損失引当金に含めて

計上しております。

  ⑦　リコール損失引当金

　過去販売した特定のチェア製

品のリコールによる自主回収

・無償交換等にかかる損失の

発生に備えるため、損失発生見

込額を計上しております。  

  ⑧　リコール損失引当金

　当社が過去に販売した特定の

チェア製品のリコールによる

自主回収・無償交換等にかか

る損失の発生に備えるため、損

失発生見込額を計上しており

ます。

⑧　リコール損失引当金

  同左

(4）重要なリース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によって

おります。

(4）重要なリース取引の処理方法

　同左

(4）重要なリース取引の処理方法

　同左
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前中間連結会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

(5）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。なお、為替予約につい

ては、振当処理の要件を満たし

ている場合は振当処理を行っ

ております。

　また、金利スワップについて

は、特例処理の要件を満たすた

め、特例処理によっておりま

す。

(5）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　同左

　

(5) 重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　同左

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

　ａ．為替予約

ｂ．金利スワップ

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

　同左

　

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

　同左

ヘッジ対象

　ａ．外貨建仕入債務及び外貨

建予定取引

ｂ．借入金利息

ヘッジ対象

　同左

　

ヘッジ対象

　同左

③　ヘッジ方針

　為替予約については、為替変

動による円建支払額の変動リ

スクを回避する目的で行って

おります。金利スワップについ

ては、変動金利による資金調達

の変動コストの固定化、ないし

は金利の低減化を図る目的で

行っております。

③　ヘッジ方針

　同左

③　ヘッジ方針

　同左

④　ヘッジ有効性評価の方法

　為替予約については、ヘッジ

対象及びヘッジ手段の為替変

動の累計を比較し、その変動の

比率によって有効性を評価し

ております。また、金利スワッ

プについては金利スワップの

特例処理の要件を満たしてお

り、その判定をもって有効性の

評価を省略しております。

④　ヘッジ有効性評価の方法

　同左

④　ヘッジ有効性評価の方法

　同左

(6）その他中間連結財務諸表作成の

ための重要な事項

①　消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

(6）その他中間連結財務諸表作成の

ための重要な事項

①　消費税等の会計処理

　同左

(6）その他連結財務諸表作成のため

の重要な事項

①　消費税等の会計処理

　同左

 

EDINET提出書類

株式会社イトーキ(E02371)

半期報告書

35/73



前中間連結会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３ヶ月以

内に満期が到来する短期投資から

なっております。

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

　同左

５．連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

　同左

表示方法の変更

前中間連結会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

(連結貸借対照表)

  前中間連結会計期間まで、「連結調整勘定」として表示

していた科目について、当中間連結会計期間から「のれ

ん」または「負ののれん」に表示を変更しております。

(連結損益計算書)

  前中間連結会計期間まで、営業外収益の「連結調整勘定

償却額」として表示していた科目について、当中間連結会

計期間から「負ののれんの償却額」に表示を変更してお

ります。

(連結キャッシュ・フロー計算書)

  前中間連結会計期間まで、「連結調整勘定償却額」とし

て表示していた科目について、当中間連結会計期間から

「のれんの償却額」に表示を変更しております。

　               ――――――────
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注記事項

（中間連結貸借対照表関係）

項目
前中間連結会計期間末
（平成19年６月30日）

当中間連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度
（平成19年12月31日）

※１．有形固定資産減価償却

累計額

　   42,669百万円 　   43,395百万円 　 42,385百万円

※２．担保に供している資産 定期預金     220百万円

有形固定資産 　

建物及び構築物    3,237百万円

土地    1,733百万円

小計    4,970百万円

投資有価証券     298百万円

合計    5,489百万円

定期預金      220百万円

有形固定資産 　

建物及び構築物       78百万円

土地      118百万円

小計      197百万円

投資有価証券     173百万円

合計     590百万円

定期預金 220百万円

有形固定資産 　

 建物及び構築物 79百万円

 土地 121百万円

小計 201百万円

投資有価証券 186百万円

合計 607百万円

　 　上記物件について、短期借入金

1,250百万円、１年以内に返済予定

の長期借入金530百万円、長期借入

金400百万円の担保に供しておりま

す。

　上記物件について、短期借入金610

百万円、１年以内に返済予定の長期

借入金212百万円、長期借入金25百

万円の担保に供しております。

　上記物件について、短期借入金825

百万円、１年以内に返済予定の長期

借入金12百万円、長期借入金219百

万円の担保に供しております。

　３．受取手形割引高 　    1,999百万円 　    3,257百万円 　 3,209百万円

　４．偶発債務 ───── 　───── 　当社が過去に耐火性能認定を受け

て販売した製品について、平成19年

11月19日付の国土交通省通知（国

住指第3121号）に基づいて実態調

査を実施したところ、一部の製品に

ついて認定仕様と異なる仕様の製

品を過去に販売した実績があった

ことが判明し、平成19年12月20日付

で国土交通省にこの旨の報告書を

提出するとともに、順次、耐火性能

にかかる再試験を実施しておりま

す。

　これらの製品のうち、会社法決算

確定までに再試験が終了し、所定の

性能を満たしていなかったことが

判明した製品については製品自主

回収関連損失引当金を計上し、会社

法決算確定後に再試験が終了し、所

定の性能を満たしていなかったこ

とが判明した製品については後発

事象として注記しておりますが、再

試験の実施が終了していない製品

については、現時点では損失額を推

定することはできません。

　５．貸出コミットメント契

約

　当社は、運転資金の効率的な調達

を行うため取引金融機関7社と貸出

コミットメント契約を締結してお

ります。当中間連結会計期間末にお

ける貸出コミットメントに係る借

入金未実行残高等は次のとおりで

あります。

　当社は、運転資金の効率的な調達

を行うため取引金融機関7社と貸出

コミットメント契約を締結してお

ります。当中間連結会計期間末にお

ける貸出コミットメントに係る借

入金未実行残高等は次のとおりで

あります。

　当社は、運転資金の効率的な調達

を行うため取引金融機関7社と貸出

コミットメント契約を締結してお

ります。当連結会計年度末における

貸出コミットメントに係る借入金

未実行残高等は次のとおりであり

ます。

　 貸出コミットメン

トの総額
   3,500百万円

借入実行残高  －百万円

差引額    3,500百万円

貸出コミットメン

トの総額
   3,500百万円

借入実行残高  　－百万円

差引額   3,500百万円

貸出コミットメン

トの総額
3,500百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 3,500百万円
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項目
前中間連結会計期間末
（平成19年６月30日）

当中間連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度
（平成19年12月31日）

※６．中間連結会計期間末日

（連結会計年度末日）満

期手形

　中間連結会計期間末日満期手形

の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しておりま

す。なお、当中間連結会計期間末日

が金融機関の休日であったため、

当中間連結会計期間末日の満期手

形が中間期末残高に含まれており

ます。

  受取手形　　　  　658百万円

  支払手形　　　　　 61百万円

　中間連結会計期間末日満期手形

の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しておりま

す。なお、一部連結子会社の中間会

計期間末日が金融機関の休日で

あったため、次の期末日満期手形

が中間期末残高に含まれておりま

す。

  受取手形　　　  　  0百万円

  支払手形　　　　　 93百万円

  流動負債その他　　  0百万円

 （設備関係支払手形）

　連結会計年度末日満期手形の会

計処理については、手形交換日を

もって決済処理しております。な

お、当連結会計年度末日が金融機

関の休日であったため、当連結会

計年度末日の満期手形が期末残高

に含まれております。

 受取手形　　　  　 25百万円

 支払手形　　　　　 26百万円

（中間連結損益計算書関係）

項目
前中間連結会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

※１．販売費及び一般管理費 　主要な費用は次のとおりでありま

す。

　主要な費用は次のとおりでありま

す。

　主要な費用は次のとおりでありま

す。

　 運賃    1,878百万円

保管料    1,314百万円

従業員給与手当    6,344百万円

賞与引当金繰入額 392百万円

退職給付費用    302百万円

役員退職慰労引当

金繰入額
    9百万円

減価償却費     354百万円

貸倒引当金繰入額 80百万円

従業員給与手当    6,529百万円

賞与引当金繰入額     108百万円

退職給付費用     343百万円

役員退職慰労引当

金繰入額

 3百万円

役員賞与引当金繰

入額

      41百万円

貸倒引当金繰入額      49百万円

　     

従業員給与手当 12,699百万円

賞与引当金繰入額 729百万円

退職給付費用 609百万円

役員退職慰労引当

金繰入額
9百万円

役員賞与引当金繰

入額
140百万円

※２．固定資産売却益 その他     0百万円 土地      1百万円 建物及び構築物 0百万円

土地 19百万円　

その他 1百万円

計 21百万円

※３．固定資産除却等損失 建物及び構築物    0百万円

その他   11百万円

上記に係わる撤去

費用等
  0百万円

計    12百万円

建物及び構築物     3百万円

その他     16百万円

上記に係わる撤去

費用等
   0百万円

計      20百万円

建物及び構築物 25百万円

その他 144百万円

上記に係わる撤去

費用等
18百万円

計 188百万円

※４．貸倒引当金繰入額 　───── 　新分野向け製品の販売実施権取得

契約を解除したことによる手付金

回収不能見込額を計上しておりま

す。

　─────
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（中間連結株主資本等変動計算書関係）

前中間連結会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日）　　　

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末株
式数（株）

当中間連結会計期間
増加株式数（株）

当中間連結会計期間
減少株式数（株）

当中間連結会計期間
末株式数（株）

発行済株式     

普通株式 52,143,948 － － 52,143,948

合計 52,143,948 － － 52,143,948

自己株式     

普通株式 571,359 2,949 567 573,741

合計 571,359 2,949 567 573,741

（注）1.自己株式数の増加2,949株は、単元未満株式の買取請求によるものであります。

2.自己株式数の減少567株は、単元未満株式の売渡請求によるものであります。

２．配当に関する事項　　　　　　　　　　　　　

　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年３月29日

定時株主総会
普通株式 515 10 平成18年12月31日 平成19年３月30日

当中間連結会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日）　　　

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末株
式数（株）

当中間連結会計期間
増加株式数（株）

当中間連結会計期間
減少株式数（株）

当中間連結会計期間
末株式数（株）

発行済株式     

普通株式 52,143,948 － － 52,143,948

合計 52,143,948 － － 52,143,948

自己株式     

普通株式 1,433,678 790 99 1,434,369

合計 1,433,678 790 99 1,434,369

（注）1.自己株式数の増加790株は、単元未満株式の買取請求によるものであります。

2.自己株式数の減少99株は、単元未満株式の売渡請求によるものであります。

２．配当に関する事項　　　　　　　　　　　　　

　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成20年３月28日

定時株主総会
普通株式 608 12 平成19年12月31日 平成20年３月31日

前連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）　　　

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末株
式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末株
式数（株）

発行済株式     

普通株式 52,143,948 － － 52,143,948

合計 52,143,948 － － 52,143,948
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前連結会計年度末株
式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末株
式数（株）

自己株式     

普通株式 571,359 862,972 653 1,433,678

合計 571,359 862,972 653 1,433,678

（注）1.自己株式数の増加 862,972株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加 858,300株、単元未満株式の買取

請求による増加 4,672株であります。

2.自己株式数の減少 653株は、単元未満株式の売渡請求によるものであります。

２．配当に関する事項　　　　　　　　　　　　　

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年３月29日

定時株主総会
普通株式 515 10 平成18年12月31日 平成19年３月30日

　(2) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決議
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年３月28日

定時株主総会
普通株式 608 利益剰余金 12 平成19年12月31日 平成20年３月31日

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間連結会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定       12,899百万円

有価証券勘定      －百万円

  計       12,899百万円

預入期間が３か月を超

える定期預金
  　   △816百万円

満期期間が３か月を超

える有価証券
   　  －百万円

現金及び現金同等物       12,083百万円

現金及び預金勘定       14,051百万円

有価証券勘定      　300百万円

  計      14,351百万円

預入期間が３か月を超

える定期預金
  　  △639百万円

満期期間が３か月を超

える有価証券
   △300百万円

現金及び現金同等物     13,412百万円

現金及び預金勘定 10,342百万円

有価証券勘定 300百万円

　計 10,642百万円

預入期間が３か月を超

える定期預金
△708百万円

満期期間が３か月を超

える有価証券
△300百万円

現金及び現金同等物 9,633百万円
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（リース取引関係）

項目
前中間連結会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

　リース物件の所有権

が借主に移転すると認

められるもの以外の

ファイナンス・リース

取引

①　リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額

　

取得価
額相当
額

(百万円)

減価償
却累計
額相当
額

(百万円)

中間期
末残高
相当額

(百万円)

有形固
定資産
その他

1,796 943 853

無形固
定資産
その他

1,310 504 806

合計 3,106 1,447 1,659

①　リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額

　

取得価
額相当
額

(百万円)

減価償
却累計
額相当
額

(百万円)

中間期
末残高
相当額

(百万円)

有形固
定資産
その他

1,591 797 793

無形固
定資産
その他

1,387 545 841

合計 2,978 1,343 1,635

①　リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高

相当額

　

取得価
額相当
額

(百万円)

減価償
却累計
額相当
額

(百万円)

期末残
高相当
額

(百万円)

有形固
定資産
その他

1,560 792 767

無形固
定資産
その他

1,371 556 815

合計 2,932 1,348 1,583

 ②　未経過リース料中間期末残高相当

額

②　未経過リース料中間期末残高相当

額

②　未経過リース料期末残高相当額

 １年以内   534百万円

１年超  1,165百万円

合計  1,700百万円

１年以内    534百万円

１年超  1,142百万円

合計  1,677百万円

１年以内 523百万円

１年超 1,102百万円

合計 1,626百万円

 ③　支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額

③　支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額

③　支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額

 支払リース料  315百万円

減価償却費相当額  290百万円

支払利息相当額    26百万円

支払リース料  317百万円

減価償却費相当額  296百万円

支払利息相当額   24百万円

支払リース料 632百万円

減価償却費相当額 582百万円

支払利息相当額 52百万円

 ④　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。

④　減価償却費相当額の算定方法

　同左

④　減価償却費相当額の算定方法

　同左

 ⑤　利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得

価額相当額との差額を利息相当額

とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

⑤　利息相当額の算定方法

　同左

⑤　利息相当額の算定方法

　同左
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（有価証券関係）

（前中間連結会計期間末）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

　 前中間連結会計期間末（平成19年６月30日現在）

種類
中間連結貸借対照表
計上額（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

(1）国債・地方債等 － － －

(2）社債 498 495 △2

(3）その他 1,200 1,054 △145

合計 1,698 1,550 △147

２．その他有価証券で時価のあるもの

　 前中間連結会計期間末（平成19年６月30日現在）

種類 取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表
計上額（百万円）

差額（百万円）

(1）株式 2,468 7,309 4,840

(2）債券    

国債・地方債等 － － －

社債 － － －

その他 － － －

(3）その他 319 331 11

合計 2,788 7,641 4,852

３．時価評価されていない有価証券の主な内容

　 前中間連結会計期間末（平成19年６月30日現在）

種類 中間連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券  

非上場株式 743

（当中間連結会計期間末）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

　 当中間連結会計期間末（平成20年６月30日現在）

種類
中間連結貸借対照表
計上額（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

(1）国債・地方債等 － － －

(2）社債 498 496 △1

(3）その他 1,400 1,306 △93

合計 1,898 1,803 △94

２．その他有価証券で時価のあるもの
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　 当中間連結会計期間末（平成20年６月30日現在）

種類 取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表
計上額（百万円）

差額（百万円）

(1）株式 2,252 4,457 2,204

(2）債券    

国債・地方債等 － － －

社債 － － －

その他 － － －

(3）その他 138 127 △11

合計 2,391 4,584 2,193

３．時価評価されていない有価証券の主な内容

　 当中間連結会計期間末（平成20年６月30日現在）

種類 中間連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券  

非上場株式 745

（前連結会計年度）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

　 前連結会計年度（平成19年12月31日現在）

種類
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）国債・地方債等 － － －

(2）社債 498 498 △0

(3）その他 1,200 1,164 △35

合計 1,698 1,662 △35

２．その他有価証券で時価のあるもの

　 前連結会計年度（平成19年12月31日現在）

種類 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円）
差額（百万円）

(1）株式 2,424 5,507 3,082

(2）債券    

国債・地方債等 － － －

社債 － － －

その他 － － －

(3）その他 349 318 △30

合計 2,773 5,825 3,051

３．時価評価されていない有価証券の主な内容
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　 前連結会計年度（平成19年12月31日現在）

種類 連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券  

 非上場株式 768
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（デリバティブ取引関係）

前中間連結会計期間（平成19年６月30日現在）

 　為替予約については、当中間連結会計期間末において残高はなく、該当事項はありません。

　金利スワップ取引については、金利スワップの特例要件を満たしているため、記載を省略しております。

当中間連結会計期間（平成20年６月30日現在）

 　為替予約及び金利スワップ取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので記載を省略

しております。

　

前連結会計年度（平成19年12月31日現在）

 為替予約については、当連結会計年度末において残高はなく、該当事項はありません。

金利スワップ取引については、金利スワップの特例要件を満たしているため、記載を省略しております。　

（ストック・オプション等関係）

 前中間連結会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日）

 該当事項はありません。

 当中間連結会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日）

 該当事項はありません。

 前連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

 該当事項はありません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前中間連結会計期間（自平成19年１月１日　至平成19年６月30日）

　
オフィス関
連事業
（百万円）

設備機器関
連事業
（百万円） 

家庭用関連
事業

（百万円） 

保守サービ
ス関連事業

（百万円） 

計
（百万円）

消去又は全
社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対

する売上高
37,102 23,508 2,276 528 63,416 － 63,416

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高

3 5 － 4 13 (13) －

計 37,105 23,513 2,276 532 63,429 (13) 63,416

営業費用 33,377 22,163 2,473 484 58,498 (13) 58,485

営業利益又は

営業損失(△)
3,728 1,350 △196 48 4,931 － 4,931

　（注）１．事業区分の方法

市場及び販売方法等の類似性に基づいて４つのセグメントに区分しております。

２．各事業区分の主な商品及び製品

①　オフィス関連事業……事務用デスク及びチェア、収納家具、カウンター、パネル、金庫、オフィス営繕、組立・

施工等の物流サービス等

 ②　設備機器関連事業……建築間仕切、物流設備機器、商業設備機器、研究設備機器等

 ③　家庭用関連事業………学習デスク及びチェア、書斎机、書棚、ユニット家具、福祉・介護用品、その他小物家

具等

 ④　保守サービス関連事業………什器の修理、メンテナンス等

当中間連結会計期間（自平成20年１月１日　至平成20年６月30日）

　
オフィス関
連事業
（百万円）

設備機器関
連事業
（百万円） 

家庭用関連
事業

（百万円） 

保守サービ
ス関連事業

（百万円） 

計
（百万円）

消去又は全
社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対

する売上高
33,602 21,156 2,551 497 57,807 － 57,807

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高

7 5 － 6 19 (19) －

計 33,609 21,162 2,551 504 57,827 (19) 57,807

営業費用 31,288 20,253 2,548 449 54,539 (19) 54,519

営業利益 2,320 908 3 55 3,288 － 3,288

　（注）１．事業区分の方法

市場及び販売方法等の類似性に基づいて４つのセグメントに区分しております。

２．各事業区分の主な商品及び製品

①　オフィス関連事業……事務用デスク及びチェア、収納家具、カウンター、パネル、金庫、オフィス営繕、組立・

施工等の物流サービス等

 ②　設備機器関連事業……建築間仕切、物流設備機器、商業設備機器、研究設備機器等

 ③　家庭用関連事業………学習デスク及びチェア、書斎机、書棚、ユニット家具、福祉・介護用品、その他小物家

具等

 ④　保守サービス関連事業………什器の修理、メンテナンス等
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３．追加情報

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、法人税法の改正に伴い、当中間連

結会計期間より、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産については、改正前の法人税法に規定する償

却方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と

備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却しております。

  この変更に伴い、営業費用は「オフィス関連事業」41百万円、「設備機器関連事業」11百万円、「家庭用関連

事業」0百万円、「保守サービス関連事業」0百万円それぞれ増加し、営業利益がそれぞれ同額減少しておりま

す。

前連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

　
オフィス関
連事業
（百万円）

設備機器関
連事業
（百万円） 

家庭用関連
事業

（百万円） 

保守サービ
ス関連事業

（百万円） 

計
（百万円）

消去又は全
社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対

する売上高
65,862 46,645 4,714 1,186 118,410 － 118,410

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高

8 12 － 10 31 (31) －

計 65,871 46,658 4,714 1,197 118,442 (31) 118,410

営業費用 61,543 45,303 5,043 1,095 112,986 (31) 112,954

営業利益又は

営業損失(△)
4,327 1,355 △329 101 5,455 － 5,455

　（注）１．事業区分の方法

市場及び販売方法等の類似性に基づいて４つのセグメントに区分しております。

２．各事業区分の主な商品及び製品

①　オフィス関連事業……事務用デスク及びチェア、収納家具、カウンター、パネル、金庫、オフィス営繕、組立・

施工等の物流サービス等

 ②　設備機器関連事業……建築間仕切、物流設備機器、商業設備機器、研究設備機器等

 ③　家庭用関連事業………学習デスク及びチェア、書斎机、書棚、ユニット家具、福祉・介護用品、その他小物家

具等

 ④　保守サービス関連事業………什器の修理、メンテナンス等

３．「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、法人税法の改正に伴い、当連結

会計年度より、平成19年4月1日以降に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に規定する償却方

法により減価償却を実施しております。

  この変更に伴い、営業費用は「オフィス関連事業」26百万円、「設備機器関連事業」9百万円、「家庭用関連

事業」2百万円、「保守サービス関連事業」0百万円、「消去又は全社」5百万円それぞれ増加し、営業利益が同

額減少しております。

【所在地別セグメント情報】

　前中間連結会計期間（自平成19年１月１日　至平成19年６月30日）

　本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。

　当中間連結会計期間（自平成20年１月１日　至平成20年６月30日）

　本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。

　前連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

　　本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。

【海外売上高】

　前中間連結会計期間（自平成19年１月１日　至平成19年６月30日）、当中間連結会計期間（自平成20年１月１

日　至平成20年６月30日）及び前連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）
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　海外売上高は、連結売上高の10％未満のため記載を省略いたしました。

（１株当たり情報）

項目
前中間連結会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１株当たり純資産額（円） 926.33 916.24 908.85

１株当たり中間（当期）純

利益（円）
53.53 32.95 55.46

　

　なお、潜在株式調整後１株

当たり中間純利益金額につ

いては、潜在株式がないた

め、記載しておりません。

　同左 　なお、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないた

め、記載しておりません。

　（注）算定上の基礎

１．１株当たり純資産額

　
前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

純資産額合計（百万円） 48,855 47,598 47,172

純資産の部の合計から控除する金額

（百万円）
1,084 1,136 1,084

（うち少数株主持分） (1,084) （1,136）　 (1,084)

普通株式に係る中間期末（期末）の純資

産額（百万円） 
47,770 46,461 46,088

普通株式の中間期末（期末）発行済株式

数（株）
51,570,207 50,709,579 50,710,270

２．１株当たり中間（当期）純利益

　
前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額   　

中間（当期）純利益（百万円） 2,760 1,670 2,850

普通株主に帰属しない金額(百万円） － － －

普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円）
2,760 1,670 2,850

期中平均株式数（株） 51,571,041 50,710,024 51,384,027
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（重要な後発事象）

前中間連結会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

　当社は平成19年８月21日開催の取締

役会において、平成19年２月に取得し

た土地（千葉県千葉市緑区　面積

 72,068.62㎡）に新工場を建設するこ

とを決議いたしました。

(1)目的

　当社の建材事業は、京都工場（京都

府八幡市）と野田工場（千葉県野田

市）を生産拠点として商品の供給を

担ってきましたが、多様化する需要や

短納期への対応と生産効率の向上を

図るため、これまでの２拠点体制から

新工場へ統合いたします。

(2)設備投資の概要

用途　　　　建材商品工場及び　　　生産設

備

物件所在地　千葉県千葉市緑区大野台

２丁目５－１

(千葉土気緑の森工業団地

)

建築面積　　 19,735 ㎡（予定）

延床面積　　 22,146 ㎡（予定）

着工予定　　 平成19年10月

稼動予定     平成20年11月

総工費       約60億円（建設工事費

用、生産設備費用）（予

定）

資金調達     自己資金及び外部借入

　

────── 　当社が過去に耐火性能認定を受けて

販売した製品について、平成19年11月

19日付の国土交通省通知（国住指第

3121号）に基づいて実態調査を実施

したところ、一部の製品について認定

仕様と異なる仕様の製品を過去に販

売した実績があったことが判明し、平

成19年12月20日付で国土交通省にこ

の旨の報告書を提出するとともに、順

次、耐火性能にかかる再試験を実施し

ております。

　これらの製品のうち、会社法決算確

定後に再試験が終了し、所定の性能を

満たしていなかったことが判明した

製品における損失見込額は162百万円

であります。

  また、会社法決算確定後に再試験が

終了し、所定の性能を満たしていな

かったことが判明しているものの時

間的制約から損失額を見積りできな

い製品が１製品あります。

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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２【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

　 　
前中間会計期間末

(平成19年６月30日)
当中間会計期間末

(平成20年６月30日)
前事業年度の要約貸借対照表

(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部） 　          

Ⅰ　流動資産 　          

１．現金及び預金 　 9,366   9,947   6,003   

２．受取手形  ※６ 10,910   8,371   6,728   

３．売掛金 　 15,224   13,811   16,626   

４．有価証券 　 －   300   300   

５．たな卸資産 　 6,111   5,944   6,149   

６．その他 　 2,436   2,133   2,467   

貸倒引当金 　 △909   △637   △750   

流動資産合計 　  43,139 48.1  39,871 46.4  37,525 45.0

Ⅱ　固定資産 　          

１．有形固定資産 ※１          

(1）建物 ※２ 13,426   12,835   13,196   

(2）機械及び装置 　 2,698   3,777   3,788   

(3）土地 ※２ 7,648   7,530   7,563   

(4）建設仮勘定 　 237   2,245   339   

(5）その他 ※２ 1,585   1,376   1,471   

有形固定資産合計 　 25,596   27,766   26,359   

２．無形固定資産 　 245   291   240   

３．投資その他の資産 　          

(1）投資有価証券 ※２ 12,945   10,428   10,869   

(2) その他 　 10,276   10,710   11,041   

貸倒引当金 　 △2,170   △2,658   △2,243   

関係会社投資損
失引当金

　 △400   △400   △400   

投資その他の資産
合計

　 20,651   18,079   19,267   

固定資産合計 　  46,493 51.9  46,137 53.6  45,867 55.0

資産合計 　  89,633 100.0  86,008 100.0  83,392 100.0

　 　          

（負債の部） 　          

Ⅰ　流動負債 　          

１．支払手形 ※６ 13,476   10,973   9,877   

２．買掛金 　 11,519   10,462   11,159   

３．短期借入金 ※２ 3,153   4,512   3,300   

４．未払法人税等 　 1,374   515   225   

５．設備関係支払手形 　 171   1,652   347   

６．賞与引当金 　 442   130   820   

７．役員賞与引当金 　 －   41   117   

８．その他 　 5,068   5,588   5,191   

流動負債合計 　  35,207 39.3  33,877 39.4  31,040 37.2
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前中間会計期間末

(平成19年６月30日)
当中間会計期間末

(平成20年６月30日)
前事業年度の要約貸借対照表

(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅱ　固定負債 　          

１．長期借入金 ※２ 365   2   220   

２．退職給付引当金 　 5,495   4,787   5,153   

３．製品自主点検損失
引当金

　 221   －   －   

４．製品自主回収関連
損失引当金

　 －   934   545   

５．リコール損失引当
金

　 69   56   54   

６．その他 　 2,990   2,699   2,959   

固定負債合計 　  9,143 10.2  8,480 9.8  8,932 10.7

負債合計 　  44,351 49.5  42,357 49.2  39,973 47.9

（純資産の部） 　          

Ⅰ　株主資本 　          

１．資本金 　  5,277 5.9  5,277 6.1  5,277 6.3

２．資本剰余金 　          

(1）資本準備金 　 10,816   10,816   10,816   

(2）その他資本剰余
金

　 2,204   2,204   2,204   

資本剰余金合計 　  13,021 14.6  13,021 15.1  13,021 15.6

３．利益剰余金 　          

(1）利益準備金 　 881   881   881   

(2）その他利益剰余
金

　          

配当準備積立金 　 250   250   250   

固定資産圧縮積
立金

　 1,400   1,398   1,398   

別途積立金 　 12,230   12,230   12,230   

繰越利益剰余金 　 9,192   9,965   9,097   

利益剰余金合計 　  23,953 26.7  24,725 28.7  23,857 28.6

４．自己株式 　  △250 △0.3  △937 △1.0  △937 △1.1

株主資本合計 　  42,002 46.9  42,086 48.9  41,219 49.4

Ⅱ　評価・換算差額等 　          

１．その他有価証券評
価差額金

　  3,279 3.6  1,564 1.9  2,200 2.7

評価・換算差額等合
計

　  3,279 3.6  1,564 1.9  2,200 2.7

純資産合計 　  45,281 50.5  43,650 50.8  43,419 52.1

負債純資産合計 　  89,633 100.0  86,008 100.0  83,392 100.0
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②【中間損益計算書】

　 　
前中間会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　  58,458 100.0  53,258 100.0  108,837 100.0

Ⅱ　売上原価 　  38,181 65.3  34,843 65.4  72,449 66.6

売上総利益 　  20,276 34.7  18,415 34.6  36,387 33.4

Ⅲ　販売費及び一般管理
費

　  16,102 27.6  15,648 29.4  32,008 29.4

営業利益 　  4,174 7.1  2,766 5.2  4,379 4.0

Ⅳ　営業外収益 　          

１．受取利息 　 44   36   85   

２．その他 　 453 498 0.9 494 531 1.0 907 993 0.9

Ⅴ　営業外費用 　          

１．支払利息 　 64   72   118   

２．その他 　 193 257 0.4 262 334 0.6 405 523 0.4

経常利益 　  4,414 7.6  2,962 5.6  4,849 4.5

Ⅵ　特別利益 ※１  24 0.0  444 0.8  41 0.0

Ⅶ　特別損失 ※２  172 0.3  939 1.8  719 0.7

税引前中間(当期)
純利益

　  4,266 7.3  2,467 4.6  4,170 3.8

法人税、住民税及
び事業税

　 1,335   473   1,282   

法人税等調整額 　 462 1,798 3.1 518 991 1.8 516 1,798 1.6

中間(当期)純利益 　  2,468 4.2  1,476 2.8  2,372 2.2
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③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自平成19年１月１日　至平成19年６月30日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備
金

その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

利益準備
金

　
　

その他利益剰余金 
　 利益剰余

金合計

配当準備
積立金

固定資産
圧縮積立
金

別途積立
金

繰越利益
剰余金

平成18年12月31日　残高

（百万円）
5,277 10,816 2,204 13,020 881 250 1,400 12,230 7,239 22,001

中間会計期間中の変動額           

剰余金の配当（百万円）         △515 △515

中間純利益（百万円）         2,468 2,468

自己株式の取得（百万円）           

自己株式の処分（百万円）   0 0       

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額）

（百万円）

          

中間会計期間中の変動額合計

（百万円）
－ － 0 0 － － － － 1,952 1,952

平成19年６月30日　残高

（百万円）
5,277 10,816 2,204 13,021 881 250 1,400 12,230 9,192 23,953

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成18年12月31日　残高

（百万円）
△247 40,052 2,917 2,917 42,969

中間会計期間中の変動額      

剰余金の配当（百万円）  △515   △515

中間純利益（百万円）  2,468   2,468

自己株式の取得（百万円） △3 △3   △3

自己株式の処分（百万円） 0 0   0

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額）

（百万円）

  362 362 362

中間会計期間中の変動額合計

（百万円）
△3 1,949 362 362 2,311

平成19年６月30日　残高

（百万円）
△250 42,002 3,279 3,279 45,281

当中間会計期間（自平成20年１月１日　至平成20年６月30日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備
金

その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

利益準備
金

　
　

その他利益剰余金 
　 利益剰余

金合計

配当準備
積立金

固定資産
圧縮積立
金

別途積立
金

繰越利益
剰余金

平成19年12月31日　残高

（百万円）
5,277 10,816 2,204 13,021 881 250 1,398 12,230 9,097 23,857

中間会計期間中の変動額           
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株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備
金

その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

利益準備
金

　
　

その他利益剰余金 
　 利益剰余

金合計

配当準備
積立金

固定資産
圧縮積立
金

別途積立
金

繰越利益
剰余金

剰余金の配当（百万円）         △608 △608

中間純利益（百万円）         1,476 1,476

自己株式の取得（百万円）           

自己株式の処分（百万円）   △0 △0       

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額）

（百万円）

          

中間会計期間中の変動額合計

（百万円）
－ － △0 △0 － － － － 867 867

平成20年６月30日　残高

（百万円）
5,277 10,816 2,204 13,021 881 250 1,398 12,230 9,965 24,725

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成19年12月31日　残高

（百万円）
△937 41,219 2,200 2,200 43,419

中間会計期間中の変動額      

剰余金の配当（百万円）  △608   △608

中間純利益（百万円）  1,476   1,476

自己株式の取得（百万円） △0 △0   △0

自己株式の処分（百万円） 0 0   0

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額）

（百万円）

  △636 △636 △636

中間会計期間中の変動額合計

（百万円）
△0 867 △636 △636 231

平成20年６月30日　残高

（百万円）
△937 42,086 1,564 1,564 43,650

前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備
金

その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

利益準備
金

　
　

その他利益剰余金 
　 利益剰余

金合計

配当準備
積立金

固定資産
圧縮積立
金

別途積立
金

繰越利益
剰余金

平成18年12月31日　残高

（百万円）
5,277 10,816 2,204 13,020 881 250 1,400 12,230 7,239 22,001

事業年度中の変動額           

剰余金の配当（百万円）         △515 △515

当期純利益（百万円）         2,372 2,372

自己株式の取得（百万円）           

自己株式の処分（百万円）   0 0       
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株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備
金

その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

利益準備
金

　
　

その他利益剰余金 
　 利益剰余

金合計

配当準備
積立金

固定資産
圧縮積立
金

別途積立
金

繰越利益
剰余金

固定資産圧縮積立金の取崩

（百万円）
      △1  1 －

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額）

（百万円）

          

事業年度中の変動額合計

（百万円）
－ － 0 0 － － △1 － 1,857 1,856

平成19年12月31日　残高

（百万円）
5,277 10,816 2,204 13,021 881 250 1,398 12,230 9,097 23,857

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成18年12月31日　残高

（百万円）
△247 40,052 2,917 2,917 42,969

事業年度中の変動額      

剰余金の配当（百万円）  △515   △515

当期純利益（百万円）  2,372   2,372

自己株式の取得（百万円） △690 △690   △690

自己株式の処分（百万円） 0 0   0

固定資産圧縮積立金の取崩

（百万円）
 －   －

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額）

（百万円）

  △716 △716 △716

事業年度中の変動額合計

（百万円）
△690 1,166 △716 △716 449

平成19年12月31日　残高

（百万円）
△937 41,219 2,200 2,200 43,419
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

前中間会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

満期保有目的の債券

　償却原価法（定額法）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

満期保有目的の債券

　同左

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

満期保有目的の債券

　同左

子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法

子会社株式及び関連会社株式

同左

子会社株式及び関連会社株式

同左

その他有価証券

時価のあるもの

　中間決算日の市場価格等に

基づく時価法

（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算

定）

その他有価証券

時価のあるもの

　同左

　

その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づ

く時価法

（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算

定）

時価のないもの

　移動平均法による原価法

時価のないもの

　同左

時価のないもの

　同左

(2）デリバティブ

　時価法

(2）デリバティブ

　同左

(2）デリバティブ

　同左

(3）たな卸資産

　商品、製品、原材料、仕掛品及び

貯蔵品は総平均法による原価法

によっております。

(3）たな卸資産

　同左

(3）たな卸資産

　同左

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

　定率法によっております。　

　ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備

は除く）については、定額法を採

用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。

建物　　　　　８～50年

機械及び装置　13～17年

（会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、当中間

会計期間より、平成19年４月１日

以降に取得した有形固定資産に

ついては、改正後の法人税法に規

定する償却方法により減価償却

を実施しております。

　なお、この変更に伴う営業利益、

経常利益及び税引前中間純利益

に与える影響は軽微であります。

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

　定率法によっております。　

　ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備

は除く）については、定額法を採

用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。

建物　　　　　８～50年

機械及び装置　13～17年

（追加情報）

　法人税法の改正に伴い、当中間

会計期間より、平成19年３月31日

以前に取得した有形固定資産に

ついては、改正前の法人税法に規

定する償却方法の適用により取

得価額の５％に到達した事業年

度の翌事業年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差額

を５年間にわたり均等償却して

おります。

　なお、この変更に伴い営業利益

が43百万円、経常利益及び税引前

中間純利益がそれぞれ48百万円

減少しております。

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

　定率法によっております。　

　ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備

は除く）については、定額法を採

用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。

建物　　　　　８～50年

機械及び装置　13～17年

（会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、当事業

年度より、平成19年４月１日以降

に取得した有形固定資産につい

ては、改正後の法人税法に規定す

る償却方法により減価償却を実

施しております。

　なお、この変更に伴い営業利益、

経常利益及び税引前当期純利益

がそれぞれ37百万円減少してお

ります。
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前中間会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

(2）無形固定資産

　定額法によっております。

　なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法

を採用しております。

(2）無形固定資産

定額法によっております。

　なお、市場販売目的のソフト

ウェアについては、見込販売数量

（有効期間３年）に基づく方法、

自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用

しております。

(2）無形固定資産

　同左

　

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　同左

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　同左

(2) 賞与引当金

    従業員に対して支給する賞与

の支出に備えるため、支給見込額

を計上しております。

（追加情報）

　従来、従業員の賞与については、

当中間会計期間に属する支給対

象期間にかかる金額を７月に支

給していたため全額を「未払費

用」として計上しておりました

が、平成18年10月16日に年間業績

連動型の賞与算定方式及び賞与

支給方法につき労使間で協定が

結ばれ、当中間期より当中間会計

期間の支給対象期間にかかる賞

与のうち固定部分を７月支給と

し、業績連動部分を翌年３月に支

給することとしたため、固定部分

を「未払費用」として、業績連動

部分を「賞与引当金」として計

上しております。

(2) 賞与引当金

    従業員に対して支給する業績

連動賞与の支出に備えるため、当

事業年度における支給見込額の

うち当中間会計期間の負担額を

計上しております。

　

　

(2) 賞与引当金

    従業員に対して支給する賞与

の支出に備えるため、支給見込額

を計上しております。

 (3) 関係会社投資損失引当金

  関係会社への投資に係る損失

に備えるために、当該関係会社の

財政状態及び回収可能性を勘案

して必要額を計上しております。

 (3) 関係会社投資損失引当金

  同左

(3) 関係会社投資損失引当金

    同左
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前中間会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

────── (4) 役員賞与引当金

　役員に対して支給する賞与の支

出に備えるため、当事業年度にお

ける支給見込額のうち当中間会

計期間の負担額を計上しており

ます。

　　(追加情報）

　役員賞与算定基準の見直しを行

い、当中間会計期間より支給見込

額を合理的に見積ることができ

ることとなったため、当中間会計

期間より役員賞与引当金を計上

しております。

(4) 役員賞与引当金

　役員に対して支給する賞与の支

出に備えるため、支給見込額を計

上しております。

(4）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間会計期間末におい

て発生していると認められる額

を計上しております。

　数理計算上の差異については、

各事業年度の発生時における平

均残存勤務期間内の一定の年数

(10年)による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理することとして

おります。

　過去勤務債務については、平均

残存勤務期間内の一定の年数(10

年)による定額法により費用処理

することとしております。

(5）退職給付引当金

　同左

(5）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に

基づき計上しております。

　数理計算上の差異については、

各事業年度の発生時における平

均残存勤務期間内の一定の年数

（10年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理することと

しております。

　過去勤務債務については、平均

残存勤務期間内の一定の年数（

10年）による定額法により費用

処理することとしております。

 (5）製品自主点検損失引当金

 過去に販売した特定のチェア

製品の自主点検にかかる損失の

発生に備えるため、自主点検計

画に基づき見積もり計上してお

ります。

 (6）製品自主回収関連損失引当金

  過去に販売した特定の製品の

自主回収及び点検・交換を行う

に当たり、回収・点検等にかか

る損失の発生に備えるため、発

生見込み額を計上しておりま

す。

(6）製品自主回収関連損失引当金

　過去に販売した特定の製品の自

主回収及び点検・交換を行うに

当たり、回収・点検等にかかる損

失の発生に備えるため、発生見込

み額を計上しております。

　

 

EDINET提出書類

株式会社イトーキ(E02371)

半期報告書

58/73



前中間会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

　

　

　

　

（追加情報）

　過去に耐火性能認定を受けて販

売した製品について、平成19年11

月19日付の国土交通省通知（国

住指第3121号）に基づいて実態

調査を実施したところ、一部の製

品について認定仕様と異なる仕

様の製品を過去に販売した実績

があったことが判明し、平成19年

12月20日付で国土交通省にこの

旨の報告書を提出するとともに、

順次、耐火性能にかかる再試験を

実施しております。

　これらの製品のうち、再試験が

終了し、所定の性能を満たしてい

なかったことが判明した製品に

ついては、製品自主回収関連損失

引当金に含めて計上しておりま

す。

(6) リコール損失引当金

  過去に販売した特定のチェア製

品のリコールによる自主回収・無

償交換等にかかる損失の発生に備

えるため、損失発生見込額を計上

しております。

(7) リコール損失引当金

　同左

(7) リコール損失引当金

　同左

４．リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。

４．リース取引の処理方法

　同左

４．リース取引の処理方法

　同左

５．ヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しており

ます。なお、為替予約については、

振当処理の要件を満たしている

場合は振当処理を行っておりま

す。また、金利スワップについて

は、特例処理の要件を満たしてお

りますので、特例処理を採用して

おります。

５．ヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法

　同左

５．ヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法

　同左
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前中間会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

　ａ．為替予約

 ｂ．金利スワップ

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

　同左

 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

　同左

　

ヘッジ対象

　ａ．外貨建仕入債務及び外貨建

予定取引

 ｂ．借入金利息

ヘッジ対象

　同左

　

ヘッジ対象

　同左

　

(3）ヘッジ方針

　為替予約については、為替変動

による円建支払額の変動リスク

を回避する目的で行っておりま

す。また、金利スワップについて

は、変動金利による資金調達の変

動コストの固定化、ないしは金利

の低減化を図る目的で行ってお

ります。

(3）ヘッジ方針

　同左

(3）ヘッジ方針

　同左

(4）ヘッジ有効性評価の方法

　為替予約については、ヘッジ対

象及びヘッジ手段の為替変動の

累計を比較し、その変動の比率に

よって有効性を評価しておりま

す。また、金利スワップについて

は金利スワップの特例処理の要

件を満たしており、その判定を

もって有効性の評価を省略して

おります。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

　同左

(4）ヘッジ有効性評価の方法

　同左

６．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

　なお、仮払消費税等と仮受消費

税等は相殺のうえ、中間貸借対照

表の流動負債（その他）に含め

て表示しております。

６．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理

　同左

６．その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

追加情報

前中間会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

（役員退職慰労引当金）

　当中間会計期間より、「租税特別措置

法上の準備金及び特別法上の引当金又

は準備金並びに役員退職慰労引当金等

に関する監査上の取扱い」（日本公認

会計士協会　平成19年４月13日　監査・

保証実務委員会報告第42号）を早期適

用しております。

　これに伴い、役員退職慰労引当金を固

定負債の「その他」に振り替えており

ます。

────── （役員退職慰労引当金）

　当事業年度より、「租税特別措置法上

の準備金及び特別法上の引当金又は準

備金並びに役員退職慰労引当金等に関

する監査上の取扱い」（日本公認会計

士協会　平成19年４月13日　監査・保証

実務委員会報告第42号）を早期適用し

ております。

　これに伴い、役員退職慰労引当金を固

定負債の「その他」に振り替えており

ます。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

項目
前中間会計期間末
（平成19年６月30日）

当中間会計期間末
（平成20年６月30日）

前事業年度末
（平成19年12月31日）

※１．有形固定資産の減価償

却累計額
         37,944百万円          38,535百万円 37,608百万円

※２．担保資産 　 　 　

有形固定資産

建物

土地

その他

小計

　

  3,114百万円

 1,612百万円

 40百万円

 4,766百万円

　──────　 ──────　

投資その他の資産 　 　 　

投資有価証券         298百万円            173百万円 186百万円

上記に対応する債務 　 　 　

短期借入金           900百万円      －百万円  －百万円　

長期借入金           872百万円              200百万円 200百万円

(１年以内に返済する

長期借入金を含む)
　 　 　

　３．受取手形割引高           1,998百万円           3,257百万円 3,209百万円

　４．貸出コミットメント契約 　当社は、運転資金の効率

的な調達を行うため金融

機関7社と貸出コミットメ

ント契約を締結しており

ます。当中間会計期間末に

おける貸出コミットメン

トに係る借入金未実行残

高等は次のとおりであり

ます。

　当社は、運転資金の効率

的な調達を行うため金融

機関7社と貸出コミットメ

ント契約を締結しており

ます。当中間会計期間末に

おける貸出コミットメン

トに係る借入金未実行残

高等は次のとおりであり

ます。

　当社は、運転資金の効率

的な調達を行うため取引

金融機関7社と貸出コミッ

トメント契約を締結して

おります。当事業年度末に

おける貸出コミットメン

トに係る借入金未実行残

高等は次のとおりであり

ます。

　 貸出コミットメン

トの総額
 3,500百万円

借入実行残高  －百万円

差引額  3,500百万円

貸出コミットメン

トの総額
3,500百万円

借入実行残高  　－百万円

差引額 3,500百万円

貸出コミットメン

トの総額
3,500百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 3,500百万円

　５．偶発債務 　債務保証

　次の関係会社について、

金融機関からの借入に対

し債務保証を行っており

ます。

　次の関係会社について、

金融機関からの借入に対

し債務保証を行っており

ます。

(1）次の関係会社につい

て、金融機関からの借入

に対し債務保証を行っ

ております。

　 金盟(蘇州)商業

設備有限公司
  242百万円

　 (15百万元）

金盟(蘇州)商業

設備有限公司
  139百万円

　 (9百万元）

金盟(蘇州)商業

設備有限公司
234百万円

　 (15百万元）
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項目
前中間会計期間末
（平成19年６月30日）

当中間会計期間末
（平成20年６月30日）

前事業年度末
（平成19年12月31日）

　 　 　 (2）当社が過去に耐火性

能認定を受けて販売し

た製品について、平成19

年11月19日付の国土交

通省通知（国住指第

3121号）に基づいて実

態調査を実施したとこ

ろ、一部の製品について

認定仕様と異なる仕様

の製品を過去に販売し

た実績があったことが

判明し、平成19年12月20

日付で国土交通省にこ

の旨の報告書を提出す

るとともに、順次、耐火

性能にかかる再試験を

実施しております。

  これらの製品のうち、

会社法決算確定までに

再試験が終了し、所定の

性能を満たしていな

かったことが判明した

製品については製品自

主回収関連損失引当金

を計上し、会社法決算確

定後に再試験が終了し、

所定の性能を満たして

いなかったことが判明

した製品については後

発事象として注記して

おりますが、再試験の実

施が終了していない製

品については、現時点で

は損失額を推定するこ

とはできません。

 ※６．中間期末日（期末日）

満期手形

  中間決算期末日満期手

形の会計処理については、

手形交換日をもって決済

処理しております。なお、

当中間決算期末日が金融

機関の休日であったため、

当中間決算期末日満期手

形が中間決算期末残高に

含まれております。

  受取手形　642百万円

  支払手形　 28百万円

　───── 　決算期末日満期手形の会

計処理については、手形交

換日をもって決済処理し

ております。なお、当決算

期末日が金融機関の休日

であったため、当決算期末

日満期手形が決算期末残

高に含まれております。

 

 受取手形　 18百万円
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（中間損益計算書関係）

項目
前中間会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

※１．特別利益の主要項目 　 　 　

関係会社貸倒引当

金戻入益
 5百万円   6百万円 5百万円 

会員権貸倒引当金

戻入益
  16百万円      －百万円  8百万円  

投資有価証券売却

益
― 　436百万円 　5百万円 

※２．特別損失の主要項目 　 　 　

固定資産除却等損

失
   11百万円      18百万円 182百万円

製品自主回収関連

損失引当金繰入額　
　－百万円 　533百万円 　352百万円 

貸倒引当金繰入額 　－百万円 　300百万円 
　新分野向け製品の販売実施権取

得契約を解除したことによる手

付金回収不能見込額を計上して

おります。

　－百万円 

３．減価償却実施額 　 　 　

有形固定資産

無形固定資産

合計

    976百万円

    28百万円

   1,005百万円

  1,124百万円

      36百万円

  1,161百万円

2,076百万円

61百万円

2,137百万円
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（中間株主資本等変動計算書関係）

　前中間会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式数

（株）
当中間会計期間増加
株式数（株）

当中間会計期間減少
株式数（株）

当中間会計期間末株
式数（株）

普通株式 571,359 2,949 567 573,741

合計 571,359 2,949 567 573,741

（注）1.自己株式数の増加2,949株は、単元未満株式の買取請求によるものであります。

2.自己株式数の減少567株は、単元未満株式の売渡請求によるものであります。

　当中間会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式数

（株）
当中間会計期間増加
株式数（株）

当中間会計期間減少
株式数（株）

当中間会計期間末株
式数（株）

普通株式 1,433,678 790 99 1,434,369

合計 1,433,678 790 99 1,434,369

（注）1.自己株式数の増加790株は、単元未満株式の買取請求によるものであります。

2.自己株式数の減少99株は、単元未満株式の売渡請求によるものであります。

　前事業年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式数

（株）
当事業年度増加株式
数（株）

当事業年度減少株式
数（株）

当事業年度末株式数
（株）

普通株式 571,359 862,972 653 1,433,678

合計 571,359 862,972 653 1,433,678

（注）1.自己株式数の増加862,972株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加858,300株、単元未満株式の買取請

求による増加4,672株であります。

2.自己株式数の減少653株は、単元未満株式の売渡請求によるものであります。
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（リース取引関係）

項目
前中間会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

　リース物件の所有権

が借主に移転すると認

められるもの以外の

ファイナンス・リース

取引

①　リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額

　

取得価
額相当
額
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額
(百万円)

中間期
末残高
相当額
(百万円)

有形固
定資産
その他

1,559 788 770

無形固
定資産

1,280 487 793

合計 2,839 1,275 1,563

①　リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額

　

取得価
額相当
額
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額
(百万円)

中間期
末残高
相当額
(百万円)

有形固
定資産
その他

1,351 627 724

無形固
定資産

1,372 539 833

合計 2,723 1,166 1,557

①　リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高

相当額

　

取得価
額相当
額
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額
(百万円)

期末残
高相当
額
(百万円)

有形固
定資産
その他

1,321 634 687

無形固
定資産

1,356 551 805

合計 2,678 1,185 1,492

 ②　未経過リース料中間期末残高相当

額

②　未経過リース料中間期末残高相当

額

②　未経過リース料期末残高相当額

 １年以内    492百万円

１年超  1,105百万円

合計  1,597百万円

１年以内   495百万円

１年超 1,097百万円

合計  1,592百万円

１年以内 479百万円

１年超 1,048百万円

合計 1,528百万円

 ③　支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額

③　支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額

③　支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額

 支払リース料  287百万円

減価償却費相当額   266百万円

支払利息相当額  23百万円

支払リース料 290百万円

減価償却費相当額  274百万円

支払利息相当額    22百万円

支払リース料 579百万円

減価償却費相当額 535百万円

支払利息相当額 47百万円

 ④　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。

④　減価償却費相当額の算定方法

　同左

④　減価償却費相当額の算定方法

　同左

 ⑤　利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得

価額相当額との差額を利息相当額

とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

⑤　利息相当額の算定方法

　同左

⑤　利息相当額の算定方法

　同左

（有価証券関係）

　前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。
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（１株当たり情報）

項目
前中間会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１株当たり純資産額（円） 878.06 860.80 856.23

１株当たり中間(当期)純利

益(円)
47.86 29.11 46.16

　 　なお、潜在株式調整後１株

当たり中間純利益金額につ

いては、潜在株式がないた

め、記載しておりません。

　同左 　なお、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないた

め、記載しておりません。

　（注）算定上の基礎

 １．１株当たり純資産額

　
前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

純資産額合計（百万円） 45,281 43,650 43,419

純資産の部の合計から控除する金額

（百万円)
－ － －

普通株式に係る中間期末（期末）の純資

産額（百万円）
45,281 43,650 43,419

普通株式の中間期末（期末）発行済株式

数（株）
51,570,207 50,709,579 50,710,270

 ２．１株当たり中間（当期）純利益

　
前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（百万円） 2,468 1,476 2,372

普通株主に帰属しない金額（百万円) － － －

普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円）
2,468 1,476 2,372

期中平均株式数（株） 51,571,041 50,710,024 51,384,027
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（重要な後発事象）

前中間会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

  当社は平成19年８月21日開催の取

締役会において、平成19年２月に取得

した土地（千葉県千葉市緑区 面積

 72,068.62㎡）に新工場を建設するこ

とを決議いたしました。

(1)目的

　当社の建材事業は、京都工場（京都

府八幡市）と野田工場（千葉県野田

市）を生産拠点として商品の供給を

担ってきましたが、多様化する需要や

短納期への対応と生産効率の向上を

図るため、これまでの２拠点体制から

新工場へ統合いたします。

(2)設備投資の概要

用途　　　　建材商品工場及び　　　生産設

備

 物件所在地　千葉県千葉市緑区大野台

２丁目５－１

(千葉土気緑の森工業団地

)

建築面積　　 19,735 ㎡（予定）

延床面積　　 22,146 ㎡（予定）

着工予定　　 平成19年10月

稼動予定     平成20年11月

総工費       約60億円（建設工事費

用、生産設備費用）（予

定）

資金調達     自己資金及び外部借入

──────

　

　

　

　

 

　

　

　

　

　

　

　過去に耐火性能認定を受けて販売し

た製品について、平成19年11月19日付

の国土交通省通知（国住指第3121

号）に基づいて実態調査を実施した

ところ、一部の製品について認定仕様

と異なる仕様の製品を過去に販売し

た実績があったことが判明し、平成19

年12月20日付で国土交通省にこの旨

の報告書を提出するとともに、順次、

耐火性能にかかる再試験を実施して

おります。

　これらの製品のうち、会社法決算確

定後に再試験が終了し、所定の性能を

満たしていなかったことが判明した

製品における損失見込額は162百万円

であります。

  また、会社法決算確定後に再試験が

終了し、所定の性能を満たしていな

かったことが判明しているものの時

間的制約から損失額を見積りできな

い製品が１製品あります。

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】

　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

 事業年度（第58期）（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）平成20年３月28日関東財務局長に提出

(2）自己株券買付状況報告書

報告期間（自　平成19年12月１日　至　平成19年12月31日）　　平成20年１月10日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年１月31日）　　平成20年２月13日関東財務局長に提出

　報告期間（自　平成20年２月１日　至　平成20年２月29日）　　平成20年３月７日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成20年３月１日　至　平成20年３月31日）　　平成20年４月10日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

　 　 平成19年９月25日

株式会社イトーキ 　 　

　 取締役会　御中 　

　 新日本監査法人

　
指定社員

業務執行社員
　 公認会計士 寺澤　　豊　　印

　
指定社員

業務執行社員
　 公認会計士 渡部　　健　　印

　当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社イ

トーキの平成19年1月1日から平成19年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19年1月1日から平成19年6

月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算

書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財

務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加

の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合

理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に

準拠して、株式会社イトーキ及び連結子会社の平成19年6月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計

期間（平成19年1月1日から平成19年6月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示

しているものと認める。

　

追記情報

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年８月21日開催の取締役会において新工場の建設を決議した。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

　 　 平成20年９月25日

株式会社イトーキ 　 　

　 取締役会　御中 　

　 新日本有限責任監査法人

　
指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士 寺澤　　豊　　印

　
指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士 渡部　　健　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社イトーキの平成20年１月１日から平成20年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成20年１月１日

から平成20年６月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主

資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財

務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加

の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合

理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に

準拠して、株式会社イトーキ及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会

計期間（平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を

表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

　 　 平成19年９月25日

株式会社イトーキ 　 　

　 取締役会　御中 　

　 新日本監査法人

　
指定社員

業務執行社員
　 公認会計士 寺澤　　豊　　印

　
指定社員

業務執行社員
　 公認会計士 渡部　　健　　印

　当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社イ

トーキの平成19年1月1日から平成19年12月31日までの第58期事業年度の中間会計期間（平成19年1月1日から平成19年6月

30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間

監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意

見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸

表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

株式会社イトーキの平成19年6月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年1月1日から平成

19年6月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　

追記情報

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年８月21日開催の取締役会において新工場の建設を決議した。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

　 　 平成20年９月25日

株式会社イトーキ 　 　

　 取締役会　御中 　

　 新日本有限責任監査法人

　
指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士 寺澤　　豊　　印

　
指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士 渡部　　健　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社イトーキの平成20年１月１日から平成20年12月31日までの第59期事業年度の中間会計期間（平成20年１月１日か

ら平成20年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算

書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸

表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

株式会社イトーキの平成20年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成20年１月１日から平

成20年６月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。
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